
ISSN 0287-1084 
ISSN 0919-8458 

レジャー・レクリエーション研究

第 76号

<原著>

地域高齢者における散歩行動に影響を及ぼすソーシャルキャピタル要因に関する研究

三宅基子・渡溢裕也 ・木村みさか・

アンケー ト調査による山小屋の屋根形状の景観評価と笠山者属性との関係性

一北アルプス雲ノ平山荘を事例としてー

下嶋 聖 ......……………・・・…………………・・・ ...........………………ー…………… ........…..... … … 15 

<評論>

GEORGE D. BUTLERのレクリエーション観とプレイグラウンド・レクリエーション運動の先駆者たち

高橋手口敏 …………  •••• . ••••• •.••••.•••• ••••••••••••• ー・ ….......................…………………… ................. 31 

オリンピックとレクリエーション

師岡文男 ……………………………・・・…....・...…... ……・・ ...............…………-… •••• •••••• …………… 39 

<日本レジャー・レクリエーション学会 会則及び諸規程他>

<日本レジャー・レクリ工ーション学会 役員選出細則設置の趣旨他>

<日本レジャー・レクリ工ーション学会 投稿規程・原稿作成要領・投稿票>

日本レジャー・レクリ工ーション学会

2015年9月



日本レジャー・レクリエーション学会第 45回学会大会のお知らせ

日本レジャー・レクリエーション学会

理事長沼津秀雄

大会テーマ「レジャー・レクリエーションのミッション」

主催:日本レジャー・レクリエーション学会

主 管:日本レジャー・レクリエーション学会第 45回学会大会実行委員会

実行委員会委員長茅野宏明(武庫川女子大学)

期日:平成 27年12月4日(金)、 5日(土)、 6日(日)

会場:武庫川女子大学中央キャンパス

干 663-8558 兵庫県西宮市池開町6・46

①阪神電車 鳴尾駅(武庫川女子大学前)下車、徒歩約 7分

② JR神戸線 甲子園口駅南口から阪神パス「鳴尾浜行(阪神鳴尾駅経由)J

または「高須東行き(阪神鳴尾駅経由)Jで 18分、「武庫川女子大学前」下車

プログラム

12月4日(金)地域研究

時間 内容

15:30 ~ 17:00 I甲子園会館」見学

12月5日(土)理事会、基調講演、シンポジウム、懇親会

時間 内容

11:00 ~ 12:00 理事会

11:00 ~ 受付

13:00 ~ 13・20 開会式

①学会会長挨拶鈴木秀雄氏(関東学院大学教授)

②開催校挨拶糸魚川直祐氏(武庫川女子大学学長)

13:20 ~ 14:20 基調講演

「レジャー・レクリエーションに求めるもの、求められる

もの~福祉・教育・地域活動の視点から~J

築山崇氏(京都府立大学学長)

場所

甲子園会館

*検索は「甲子園会館」

会場・備考

中央図書館 2階会議室

中央図書館入口

中央図書館 2階

グローパルスタジオ

中央図書館 2階

グローパルスタジオ

14:30 ~ 16:30 シンポジウム 中央図書館2階

「地域が生き活きするレジャー・レクリエーションの可能性」 グローパルスタジオ

シンボジスト

永田真一氏 CIndianaUniversity， Associate Instructor) 

「スポーツと well-beingJ

貰田穂氏(武庫川女子大学教授)

「看護におけるレクリエーション」

マーレー寛子氏(むべの里施設長)

「地域における高齢者へのレクリエーション支援」

小田原 ー記氏(日本レクリエーション協会事務局長)



「地域におけるレクリエ}ション協会の役割」

コーデイネーター涌井忠昭(関西大学教授)

17:00 ~ 18:30 懇親会

参加費:￥3，500

12月6日(日)研究発表、総会、閉会式

時間 内容

9:00~ 受付・クローク

9:30 ~ 10:30 口頭発表

9:30 ~ 12:30 ポスター発表

質疑時間 10:30 ~ 11:30 

11:30 ~ 12:20 昼休み

12:20 ~ 13:00 総 会

13:00 ~ 14:00 口頭発表

15:10 ~ 15:30 閉会式

「研究奨励賞 ーポスター発表部門一」表彰を含む

クリステリア 2階

会場・備考

文学2号館 3階 L2-31 

A会場:文学2号館3階 L2-33 

B会場:文学2号館 3階 L2・34

文学2号館3階 L2-31 

昼食会場:L2-32 

文学2号館 3階 L2-32 

A会場:文学2号館 3階 L2-33 

B会場:文学2号館 3階 L2-34 
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[発表申込及び抄録提出先、問合せ先]

干 663-8558 兵庫県西宮市池開町 6-46

武庫川女子大学文学部心理・社会福祉学科
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平成 27年度研究助成金の募集について

日本レジャー・レクリエーション学会

理事長沼津秀雄

平成 23年度から日本レジャー・レクリエーション学会は、学会活性化のひとつの施策として、研究助

成金制度を設けました。とくに若手の方の応募を歓迎しますが、応募者の年齢の制限はありません。応募

に際しては以下の規定を周知のうえ、必要事項を記載した所定の研究申請書を学会事務局に簡易書留にて

送付してください。奮つての応募をお持ちしています。

[応募の方法]

所定の「研究申請書J(HPからダウンロード)を用いること。平成 28年2月10日(消印有効)。簡易

書留やメール便など発送履歴が明確に分かるものもので送付すること O

[応募の資格]

応募は、平成 27年度の学会費を納入している本学会員に限る。共同研究者も同様とする。また、同一

会員が、複数の課題の代表研究者及び共同研究者になることはできない(I名、 1研究のみ)。

[研究費と期間]

研究費は総額 10万円で、その範囲内で 1・2件採択(採択なしの場合もある)する。研究期間は 1年以

内とし、期間の延長は認めない。採択された場合の研究費の交付は、平成 26年 1月末に行う O 研究期間は、

平成 27年4月1日から平成 27年3月31日とする。 研究費は所属機関の会計担当部署に預け入れ(委任

経理金)することが望ましいが、研究費の一部を共通経費とすることは認めない。とくに所属のない個人

の場合には、独自の会計処理を認めることとする。

[研究成果の報告]

研究費の交付を受けた者は、研究期間終了後、 2ヶ月以内に任意の形式の会計報告書(ただし領収書添

付)とともに研究報告書を提出しなければならない。さらに、研究期間終了後から 1年以内に本学会誌へ

研究成果を論文として投稿することを原則とする。やむを得ず、別の学会誌等へ投稿する場合には、本学

会の研究助成を受けて実施したことを付記に記述しなければならない。

[研究課題の選考]

研究課題に対する特段の制約はない(自由課題)。その採択は、研究企画委員会及び常任理事会の委員

から構成される研究助成金審査委員会で選考し、常任理事会の承認を経て決定する。決定次第、その可否

を研究代表者へ文書で通知するとともにHPに公表する。

[申請書の送付先・お問い合わせ]

干 151-8677

東京都渋谷区富ケ谷2-28-4

東海大学観光学部観光学科 内

日本レジヤ」・レクリエーション学会

研究助成金担当研究企画委員会

田中伸彦宛(電話/7T1'JJ.. 03・3467・2211)
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<原著>

地域高齢者における散歩行動に影響を及ぼす

ソーシャルキャピタル要因に関する研究

三宅基子 1 渡遺裕也 l 木村みさか l

The relationship between walking and social capital factors 

among community dwelling elderly 

Motoko Miyake 1， Yuya Watanade 1， Misaka Kimura 1 

Abstract 

Objective: The aim of this study was to c1arify the actual conditions of a walk and the 

relationship between a walk and social capital factors among community dwelling elderly. 

Subject: Subjects ofthis study were obtained by two large surveys in Kameoka city on July， 2011 

and Feb， 2012. The study subjects were 8，338 older people aged 65 years old and over by based on 

the two surveys. 

Results: The percentag巴 ofgoing for a walk by sex showed significant difference as male 50.7%， 

woman 43.9% (Pく0.001).The percentage of going for a walk by age showed significant difference as 

60's 46.5%， 70's 48.8%， 80's 44.0%， 90's 35.6% (P<0.005). 

Walking group showed significantly better of subjective health than non-walking group. All three 

items related the social capital factor showed significant difference as walking group and non-walking 

group (P<O.OOl). However contribution rate of all three items showed low value by regression 

analysis 

1.緒言

高齢者の健康支援は高齢者特有の健康課題であ

るフレイルの予防・改善が重要である同。プレイ

ルは、転倒・骨折、長期的ケア、死亡などのリスク

要因であり、生理的予備力(代謝、身体機能、認知

機能、健康など)が多重に低下する multidimensional

syndrome (多重症候群)j)であることから、身体機

能のみならず、精神的、杜会的機能の低下を防ぐ

ことが重要でで、ある伐印叩7η)

このような背景から、日常的な歩行がヘルスプ

ロモーションの取り組みとして推進されており、

ウォーキングは手軽にできる健康づくり活動とし

て広く認識されるようになってきたヘ

日本人の歩数の実態について、国民健康・栄養

調査が2003年(平成 15年)より歩数を報告する

ようになり、調査開始時、男性 7503歩、女性

6762歩であった歩数が、 2013年(平成 25年)の

同調査では男性 7099歩、女性 6249歩と減少傾向

にあり歩行習慣が定着していない実態が浮き彫り

になっている 9)。さらに 60歳代では男性 6887歩、

女性 6437歩であるが、 70歳以上になると男性

5393歩、女性 4470歩と加齢に伴って歩数が減少

する現状であるヘ

高齢者の場合、 3Metsに満たない生活行動や散

歩程度の低強度の運動であっても、継続的な歩行

習慣を有することで良好な体力レベルを維持する

ことが可能であり、加齢に伴う体力低下を防ぐこ

とが可能となることや川ヘ閉じこもりや、抑う

1 京都学園大学健康医療学部 Kyoto Gakuen University， Faculty ofHealth and Medical Sciences 
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つ、不安傾向の軽減に寄与する 12) ことが報告さ

れている。つまり高齢者にとっては、散歩程度の

軽い活動でも、身体的機能だけでなく、精神的機

能低下に効果がありプレイル予防に有効な活動と

なる O

市村によると、「散歩Jは欧米のウォーキング

と同じ意味として捉えることができ、明治時代に

初めて辞書に現れ、明治以降から市民の聞に広

まった新しい行動習慣である。さらに明治時代に

活躍した著名な作家の著書による文献研究から、

散歩の効用として生活における楽しみの幅を広げ

る活動であるとも報告している ω。

さらに菊池は、地域高齢者における社会的ネッ

トワーク形成に寄与する活動として犬の散歩に着

目し、散歩をきっかけとした交流関係が高齢者の

ヘルスプロモーションに寄与する可能性を報告し

ている凶0

このように「歩く」ことによって得られる効用

は、健康の維持・増進だけなく、副次的効果とし

てコミュニテイ形成の可能性があると国土交通省

報告書でも報告している 1ヘ
散歩を行う本人が健康のためという明確な目的

や歩数増加といった目標を持たずとも、住み慣れ

た街中を、楽しみながら歩く散歩は、高齢者の健

康維持や地域コミュニテイの形成に寄与する可能

性があると考えられる。

しかしながら高齢者の散歩の実態や散歩行動に

着目した研究は非常に少ない。 NHKの生活時間

調査において散歩実施率が経年的に報告されてい

るものの 16)、80歳以上の地域高齢者の散歩に関

する実態はほとんど明らかにされていない。また

歩行定着に関する先行研究としては、道路の舗装

面やベンチの有無といった環境的要因 17-19) との関

連が報告されているが、居住している地域や近隣

住民への信頼感などのソーシャルキャピタル要因

と散歩行動との関連については明らかにされてい

ない。

そこで本研究は、プレイル予防の支援策として

地域高齢者における散歩の効用に関する基礎資料

を得るために、市内在住高齢者約 8000名を対象

とした大規模調査から、高齢者の散歩の実態およ

び散歩行動に影響を及ぼすソーシャルキャピタル

要因を明らかにすることを目的とした。

2.研究方法

(I)調査対象

本研究では、京都府亀岡市が 2011 年~ 2012年

にかけて、 65歳以上高齢者を対象に実施した日

常生活圏域ニーズ調査(ベースライン調査①)お

よびその後の追加健康調査(ベースライン調査

②)のデータを用いて分析を行った。

ベースライン調査①は、 2011年7月亀岡市内

の65歳以上全高齢者 19，372名 (2011年4月1日

現在)のうち、要介護3以上に認定されている者

を除いた 18，231名に自記式の調査票を自宅に郵

送した。 13，294名(有効回答率 72.2%)から回答

を得た。

ベースライン調査②は、 2012年2月ベースラ

イン調査①に回答を得た 13，294名から、さらに

要支援 1，2および要介護1， 2の軽度認定者 1，356

名を除き、二次予防対象者を含む 11，938名に自

記式の追加健康調査を郵送した。有効回答数は

8，338名(有効回答率 69.8%)であった。

(2)調査方法および分析

ベースライン調査①の調査項目は、亀岡市にお

ける日常生活圏域ニーズ調査として厚生労働省が

推奨する 89項目に市独自の 15項目を加えた合計

104項目 (9カテゴリー)であった。本研究では、

市の独自項目において、散歩に関する設問「健康

のための散歩を行っていますか」に「はい」と回

答したものを散歩実施群、「いいえ」と回答した

ものを非実施群とした。散歩実施群と散歩非実施

群別の性、年齢の基本属性および家族構成、現在

の暮らし向きなどの生活環境との関連。さらに趣

味の有無、生きがい感の有無、主観的健康感の精

神的健康度に関する項目を分析に用いた。

ベースライン調査②の調査項目として、世間一

般への信頼感、近隣に住む人々への信頼感、近隣

地域の帰属意識の 3項目をソーシャルキャピタル

関連の項目とした。

本研究はベースライン調査①とベースライン調

査②のデータを連結し、散歩実施群 (3，677名)

と散歩非実施群 (4，133名)の 2群にわけ各項目の

比較を行った。散歩の設問に無回答であった 528

名は分析から除外した。

本研究は、京都府立医科大学医学倫理審査委員
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会の承認を得て実施した(承認番号 C-692平成 22

年 3月9日承認)0得られたデータは、倫理指針

を道守し個人情報の取り扱いは、漏出しないよう

に厳重に注意した。

(3)統計解析

まず対象者の基本特性として、性別・年代別に

出現頻度を求め、次に散歩実施群と非実施群にお

ける精神的健康に関する項目として、暮らしのゆ

とり感、趣味の有無、生きがい感、主観的健康感

の回答頻度についてカイ二乗検定を行った。

ソーシャルキャピタル要因の世間一般への信頼

感、近隣に住む人々への信頼感、近隣地域の帰属

意識の各項目と散歩行動との関連は、まず各回答

の出現頻度についてカイ二乗検定を行った。

次に、ソーシャルキャピタル関連要因が散歩行

動に及ぼす影響を明らかにするため、散歩行動を

従属変数、ソーシャルキャピタル要因の 3項目を

独立変数として一括投入した最適尺度法によるカ

テゴリカル回帰分析を行い、各項目の標準化係数

を算出した。なお有意水準は 5%とし、統計処理

はSPSSfor Windows ver.21.0Jを用いた。

3.結果

(1)地域高齢者における散歩の現状

散歩実施群・非実施群の性別および年代区分別

の分布状況を図 lおよび図 2に示した。

無回答を除いた本研究対象者全体の散歩実施率

は47.0%であった。性別では、男性が50.7%であ

り、女性 43.9%より数%高率で有意差が認められ

ロ散歩察施群 a散歩若手実路群

女性

(n=l， 132) 

男性

(n~3 ，678) 

90歳代
(n~9m 

80歳代

(n~1 ，314) 

70歳代

(n~3 ，827) 

60歳代

(n~2，579) 

χ2=36.143， df=l， AO.OO1 

図1 男女別散歩行動の出現頻度

。散歩爽絡群 包散歩葬実絡事草

χ2 =14.619， df =3， P<0.005 

図2 年代別散歩行動の出現頻度
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た (pく0.001)。また年代別の散歩実施率は、 70代

が48.8%で最も高く、以下 60代 46.5%、80代

44.0%、90代 35.6%で年代差が認められた

(pく0.005)0 なお対象者の平均年齢は、散歩実施

群の男性73.1土5.8歳(最高齢は 92歳)、女性73.5

土6.1歳(最高齢97歳)、非実施群では、男性73.2

土6.3歳(最高齢は 97歳)、女性73.9土6.5歳(最高

齢98歳)であった。

(2)散歩行動と精神的健康との関連

表 1は散歩実施群および非実施群別に精神的健

康関連項目を比較した結果である O

暮らしのゆとり感について、非実施群はやや苦

しいが42.5%で、次にややゆとりありが29.4%の

割合を占めていたが、散歩実施群はやや苦しいが

45.7%、ややゆとりありが30.7%と非実施群より

高い回答であった。苦しいと回答したのは散歩実

施群で 16.4%であったが、非実施群で 20.5%と

やや高い割合を示していた (pく0.001)。

趣味の有無について、散歩実施群は趣味ありの

回答が86.5%で、非実施群の 79.3%より高い回答

を示した (pく0.001)。

生きがい感の有無について、散歩実施群は生き

がいありの回答が9l.5%で、非実施群の 85.1%よ

り高い回答を示した (P<O.OO1)。

自覚的健康感は、散歩実施群でとても健康、ま

あまあ健康との回答が79.9%であり、非実施群の

7l.5%と比べて高い回答を示した (pく0.001)0 

(3) 散歩行動とソーシャルキャピタル要因との関

連

散歩実施群・非実施群別のソーシャルキャピタ

ル要因に関する項目の回答率を表2に示した。

世間一般の人々は信頼できるかという質問に対

して、「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」

の回答は、散歩実施群が77.5%で、非実施群の

73.3%よりわずかに高い回答を示した (pく0.001)。

近隣の人々への信頼で、きるかという質問に対し

て、「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」

の回答は、散歩実施群が84.1%で、非実施群の

80.5%よりわずかに高い回答を示した (pく0.001)0 

住んでいる地区の一員であると感じますかとい

う質問に対し、「そう思う」と「どちらかといえ

ばそう思う」の回答は、散歩実施群が94.0%で、

表1 散歩実施・非実施群別精神的健康関連項目の比較

散歩 散歩

実施群 非実施群 P value 
(n=3677l (n=4133) 

暮らしのゆとり感
苦しい 16.4同 20.5目

やや苦しい 45. 7首 42.5百
ややゆとりあり 30. 7拡 29.4唱 <0.001 

ゆとりあり 2. 9目 2.9目
無回答 4.3首 4. 7明

趣味の有無
あり 86.5国 79.3目
なし 11.4百 18.4弘く0.001

無回答 2.1目 2.3略

生きがい感の有無
あり 91.5拡 85.1首

なし 8.5弘 14.9弘 く0.001

自覚的健康感
とても健康 7.6目 5.3唱

まあまあ健康 72.3目 66.2唱
あまり健康でない 16.2首 22.6目 <0.001 

健康でない 3.8略 5.9目
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表 2 散歩実施・非実施群別ソーシャルキャピタル要因項目の比較

Q.世間一般の人々は総じ

て信頼できますか
n 

そう思う

どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない

まったくそう思わない

Q近隣の人々は総じて信

頼できますか
n 

そう思う

どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない

まったくそう思わない

Q.住んでいる地区の一員

であると感じますか
n 

そう思う

どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう恩わない

まったくそう恩わない

世間一般の人々への信頼感

近隣の人々への信頼感

地域への帰属意識

実施群非実施群 P value 

3616 

10.2目

67.3目

20.9目

1.5目

3629 

21.6拡

62.5拡

14.3首

1.7同

3635 

53.4料

40.6目

5.4唱

o. 7首

4043 

9.2目

64.1唱

24.9百

1.9首

4067 

19.6目

60.9目

17.6目

1.9目

4078 

52.5% 

38. 9判

7.3目

1.4出

く0.001

く0.001

く0.001

R2=.004 

P<O.OOl 

散歩行動

*pく0.05，会すp<0目01，**大.p<0:001

図3 散歩行動に影響を及ぼすソーシャルキャピタル要因

非実施群の 91.4%よりわずかに高い回答を示した

(P<O.OO1)。

さらにこれらの 3項目の散歩行動への影響につ

いて、回帰分析を行った結果を図 3に示した。

いずれの 3項目も 0.1以下の低い寄与率であっ

た。 3項目中で比較してみると、住んでいる地区

の一員として感じる地域への帰属意識が、他の 2

要因と比べて最も高い寄与 (s=0.035， P=0.002) 

を示し、次いで世間一般の人々への信頼感 (s

=0.029， P=0.019)が統計的に有意であった。しか

し近隣の人々への信頼感の寄与率は最も低く統計

的に有意差も認められなかった (sニ0.014，n.s) 0 
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4.考察

誰もが手軽にできる健康づくり活動としての歩

行は、身体的、精神的、社会的機能の低下を防ぎ、

フレイルを予防・改善する有効な活動として知ら

れている。

「散歩」は身体的効果だけでなく、精神的効用

とともに、コミュニティ形成の可能性も示唆され

ていることから、地域高齢者の散歩の実態と散歩

による精神的健康およびソーシャルキャピタルと

の関連を検討する意義は大きい。

そこで本研究では、地域高齢者における散歩の

現状と、その関連要因として精神的健康および

ソーシャルキャピタルとの関連を明らかにするこ

とを目的とした。

本研究の結果、地域高齢者の約半数(男性

50.7%、女性 43.9%)が散歩を実施していた。

2010年NHKによる国民生活時間調査凶におけ

る60歳以上散歩実施率(男性 55%、女性38%)

に比べると、男性はやや低率であり、女性ではや

や高率の結果を示した。

本研究では年代別に散歩実施率を比較した。年

代別で散歩実施率が最も高いのは 70代 48.8%で

あったが、 80歳代の 44.0%、90歳代の 35.6%が

散歩を実施していることが明らかとなった。 80

歳代、 90歳代においても散歩実施者が出現して

おり、年齢に関係なく高齢者にとって、散歩が気

軽に行うことができる活動と考えられる。

また本研究における散歩実施者の最高齢は、男

性 92歳、女性97歳であった。平均寿命の延伸が

予測される中、 80歳代、 90歳代における散歩は、

超高齢者の生活機能を良好に保ち、フレイルを防

ぐ活動のひとつとなりうる可能性を示唆してい

るO

散歩行動に関連する要因を検討した結果、散歩

行動は精神的健康に高い関連が認められた。散歩

実施者は趣味活動を有している者が多く、趣味活

動などへの参加が散歩や散策の機会を増やしてい

る可能性が考えられる。また散歩の実施は生きが

い感や主観的健康感との高い関連が認められた。

奥野ら 12) は、運動の実施率や運動量が閉じこも

りと関連し、閉じこもり者に精神的健康が不良な

者が多いことを指摘している。また欧米では、高

齢者のウォーキングと自己効力感との関連が報告

されておりベ散歩による外出の機会が自己効力

感の獲得に寄与し主観的健康感が高くなることが

推察される。

さらに散歩は生きがい感に関連していた。高齢

者の余暇活動と生きがいについて、原因らは 211、

高齢者にとって実施頻度の高い余暇活動が歩行で

あること、そして高齢者が余暇活動を行っている

時に生きがいを感じていると報告しており、散歩

が高齢者の生きがいに結びつく余暇活動のひとつ

と考えられるO

しかし散歩と生きがいが直接的に結びつくかど

うかは不明である O 散歩が、生きがいにつながる

趣味活動の副次的効果として結び、ついている可能

性も考えられ、今後はさらに媒介となる関連要因

を検討する必要があろう O

次に、散歩行動とソ}シャルキャピタル要因と

の関連について検討を行った結果、散歩実施群は

非実施群に比べて、世間一般の人々への信頼感、

近隣の人々への信頼感、地域への帰属意識のいず

れの項目の回答率において有意差は認められたも

のの、回答率に大きな違いは認められなかった。

さらに散歩行動にどの程度ソーシャルキャピタ

ル要因が関連しているかを検討するために、回帰

分析を行った結呆では、有意差が認められた項目

が2項目にあったものの、いずれも寄与率は低く、

散歩行動への影響が低いことが明らかとなった。

先行研究では、グループ活動における交友活動

や刻、家族や友人との関係が、ウォーキングや運

動の継続的な実施に影響すると報告している羽田)。

またパットナムらによれば、「協調的な諸活動

を活発にすることによって社会の効率性を改善で

きる、信頼、規範、ネットワークといった社会組

織の特徴」をソーシャルキャピタルと定義してお

り、社会的な活動への参加によってソーシャル

キャピタルは増強され、ソーシャルキャピタルが

豊かであれば人々の協調行動が促進される O さら

にソーシャルキャピタルが豊かな所ほど健康状態

が好ましいことが報告されている 27，28)。

したがって今後の研究では、散歩行動に影響を

及ぼすソーシャルキャピタル要因である他者との

交流や信頼感について、設問項目を精査して用い

ることが必要だと考える。また本研究では、 3項

目を一括投入した回帰分析によって散歩行動への
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影響について検討を行ったが、各項目ごとに散歩

行動への影響を検討するなど、分析方法について

も検討する必要がある。

さらに散歩行動に影響を及ぼすソーシャルキャ

ピタル要因を媒介する要因として、性、年齢など

の個人の属性や所属する地域組織等を考慮すると

ともに、趣味活動のグループや地域活動への参加

などネットワークと散歩行動との関連も検討して

いく必要があると考える。

さらに住民の健康を向上させる介入プログラム

に活用できるソ}シャルキャピタルは未だ研究課

題であり制、高齢者の散歩行動を促進するソー

シャルキャピタル要因は今後の課題となる O

本研究の限界は横断分析であり、散歩行動との

関連要因およびその効果の因果関係は明らかでは

ない。今後、介入研究または縦断的調査から因果

関係を明らかにしていく必要がある。

また本研究では、散歩行動と環境要因との関連

については検討を行っていない。本調査の対象者

は、亀岡市内全域に居住する高齢者である。亀岡

市の居住環境は、新興住宅地域、農業地域、山間

地域が存在し、居住環境の違いが、散歩行動に影

響を及ぼしている可能性が考えられる。 Inou巴ら

の研究 3附)では、近隣における歩行活動は、都市

や農村地域などの居住環境の人口密度や、歩道の

整備などの環境要因が影響していると報告してい

るし、欧米の研究担)においても、スムースな歩

道やベンチの設置などの環境的要因が、歩行の動

機づけに障壁となると指摘している。このことか

らも、今後は散歩行動に及ぼす環境的要因も検討

する必要がある O

岡らの報告では、身体活動習慣は、環境的要因、

自己効力感などの心理的要因、ソーシャルサポー

トなどの社会的要因が相互に影響していると報告

しておりベ環境的要因、心理的要因、社会的要

因が相互にどのような関連を持って、散歩行動に

影響を及ぼしているのか、横断的・縦断的分析か

らそれら関連要因の相互作用を検証する必要があ

る。

また本研究は市内在住高齢者から、要支援・要

介護を除いた地域在住の自立高齢者が対象ではあ

るが、 80歳代、 90歳代の超高齢者、二次予防対

象者を含む地域高齢者における散歩行動の実態に

ついて貴重なデータを示した。また散歩行動は、

精神的健康の維持、他者への信頼感や地域の帰属

意識も関連していることを示した。

5.結語

本研究は、地域在住高齢者を対象とした大規模

データを基に、散歩の実態と散歩行動の関連要因

として精神的健康との関連、そしてソーシャル

キャピタル要因との関連性について検討を行っ

た。

その結果、散歩実施者は 70歳代が最も多く 80

歳代の 4割、 90歳代でも 3割が散歩を行ってい

る実態が明らかとなった。地域高齢者の散歩実施

者は、趣味活動や生きがい感、自覚的な健康感を

有しており精神的健康への効用が示唆された。し

かしソーシャルキャピタル要因の散歩行動への影

響は認められなかった。

散歩行動を推進することは、高齢者の心身のプ

レイル予防につながる可能性はあるが、コミュニ

ティ形成との関連は今後の研究課題としたい。
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アンケート調査による山小屋の屋根形状の景観評価と

登山者属性との関係性

一北アルプス雲ノ平山荘を事例としてー

下嶋聖 1

Relationship between landscape evaluation of the Mountain hut roof shape 

and attributes on Questionnaire Survey of climbers 

-A  case of KUMONODAlRA-SANSO the Mountain hut in Northern Alps of Japanー

H討iriShimojima 1 

Abstract 

The aim of this study is to clarify the relationship between landscape evaluations of the 

Mountain hut roof shape and attributes. In case of KUMONODAlRA-SANSO the Mountain hut in 

Northern Alps of Japan， four roof shapes to create a simulated image is vari巳d，was conducted 

questionnaire survey for the climbers. The main findings of this study are as fol1ow. 1) From the 

results of landscape evaluation questionnaire survey， climbers had been assessed as being in harmony 

with the “Gambrel typ巴"roof is the most Kumonodaira landscape. 2) From the results of principal 

component analysis using the landscape assessment roof shape by ranking data， it was possible to 

divide the group of subjects in the three types. Group Type 1 is， with a roof shape of the current 

Kumonodaira-Sanso the “Gambrel type" in good impression. Group Type II is ， with is one of the roof 

shape seen in many mountain hut the“gable roof" in good impression. Type III was other group. 3) 

The charact巴risticsof the attributes that have been classified into three types from the results of the 

principal component analysis and correspondence analysis revealed， using the “information gathering 

source for mountaineering plan"，“loca1ization in mountain" and “ask the mountain hut Service" on 

questionnaire survey of climbers. 

1.はじめに

山小屋は、主に山岳性自然公園を中心に、登山

者(公園利用者)の利用拠点施設として存在する。

悪天候時には、山小屋の存在が登山者に安心感を

与えるなど、登山活動において必要不可欠な施設

である O 山岳地が持つ制約条件の下、山小屋は立

地環境に合わせて建てられる O 特に建物の形状、

外壁や屋根形状などに違いが生まれる O その結果

山小屋一つ一つに個性を持ち、その山域のシンボ

リック的な存在をなす。

山小屋は、立地環境の特性から、修繕や補修な

どきめ細かな維持管理が求められる O 築年数が

経っている場合や自然現象による倒壊や破損が生

じた場合は、新築や増改築が必要になる O また登

山者の増加により、収容人数の強化を図るため増

改築を行う場合もある。山小屋の多くは自然公園

内に立地するため、新築をはじめ増改築を行う場

合は、自然公園法に基づき事前に許可を要する。

1 東京農業大学短期大学部 Junior College ofTokyo University of Agriculture 



16 レジャー・レクリエーション研究 76，2015 

自然公園法では山小屋などの施設は工作物にあ

たり、同法で規定されている地種区分のうち特別

地域及び特別保護地区においては行為規制がかか

る。自然公園法で定めている工作物に対する行為

許可の基準の運用方法には、屋根及び壁面の色彩

並びに形態がその周辺の風致又は景観と著しく不

調和でないこと、と記載している九このように

同法に基づき、自然公園内の存在する山小屋は周

囲の景観に調和した建築物にするよう求められて

いる O

しかし自然公園法上、景観に調和する方法につ

いて、屋根の勾配、色彩など一定の明文化がある

ものの、具体的な基準や根拠が明確で、はない。こ

れは、山小屋の存在と法整備とのいわばタイムラ

グが生じていることが背景のひとつとして挙げら

れる。山小屋は近代的登山が導入された明治以降

に北アルプスをはじめ、全国的に広がり定着した 2)

のに対し、自然公園法(前身の国立公園法)が制

定されたのは 1931(昭和 6)年であり、結果後追

いで法整備された面がある。そのため、山小屋が

増改築を行う際、判断基準となる根拠データや知

見が少ないため、担当行政官の経験則や前例に倣

うなど現場判断に依るところが大きく、公平性や

一貫性に欠くことになる O

一方、 1998(平成 10) 年前後から設置が増加

した風力発電施設叫に対しては、高さ、展望地か

らの視認性など具体的な指針を策定している~

したがって山小屋に関しでも、周囲の景観への調

和する建物の形状、外壁や屋根形状などの景観研

究の基本データの収集が求められる。

山小屋に関する既往研究を見ると、山小屋の空

間構成や配置計画を明らかにした研究 4)5)や避難

小屋を対象に系統分類を行った研究 6)など建築形

態に対する研究や、北アルプスの山小屋の建設過

程など建築史の研究などがある九また景観調和

に関する研究として、麻生ら 8)が建築物の色彩を

対象にした景観調和について明らかにしており、

藤田ら 9)が中層建築物を対象にしたファサードタ

イプと色彩との調和について明らかにしている。

しかし、山小屋の屋根形状を対象にした周囲の山

岳景観への調和性について把握した研究はほとん

ど見受けられない。

山小屋の屋根形状に関する景観特性を明らかに

することは、景観研究における基礎的知見の蓄積

に加え、山小屋関係者に対する学術的知見の提供

や担当行政官の判断材料や指針作成上において意

義があるといえる O

そこで本研究では、山岳景観に調和する山小屋

のデザインについて、特に山小屋の屋根の形状に

ついて、登山者を対象にアンケート調査を実施

し、景観特性を明らかにした。さらに、屋根形状

に対する景観評価と登山者の属性との関係性とそ

の特徴について明らかにすることを目的とした。

2.研究方法

本研究の目的を達成させるため、図 1に示した

研究フローに従い進めた。

2-1 研究対象地

本研究で対象にした山小屋は、北アルプス中央

部にある雲ノ平山荘とした(図 2)0選定理由は

現地計測及び写真撮影

目シミユレ ション画樺の作成
-質問項目(属性、登山計画準備、安全配慮自然公園行敢に隠する知識山小屋に求めるサピス)

.jtアルプス軍ノ平山荘及び三俣山荘にて実施

町幅量自由E

-質問項目ごと回答傾向の把握、最件の異なるアンケート票より得られた平均植の比較

司居酒E覇軍互軒司

-評定尺度法による景観評価、順位法による景観評価

巨酉重臣官ll!IlII罰iZij，t嘉吉副

-特初lの転置を行ったデータに対する主成分分析の実施

~.~司r;)].陸軍量密酒田1"1;

回二値デ タ化した複数回笹田設問に対する主成分分析Eびコレスホンテンス分析の実施

図1 研究フロー

図2 アンケート調査の対象地及び撮影地点(図
中の丸印は撮影地点)註1)
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次の通りである。 1963(昭和 38)年に開設され

た雲ノ平山荘は、老朽化に伴い、小屋の立て直し

が計画されていた。関係省庁の許認可手続きに対

し、根拠資料となるデータの収集を目的としたた

めである O

雲ノ平は、富山県、岐阜県、長野県の 3県が隣

接する三俣蓮華岳より北側に位置し、日本で最も

標高の高い溶岩台地 (2，400m~ 2，700m)で面積

は約 25万ばである。雪国草原とハイマツ帯の植

生がパッチ状に広がる O 特別天然記念物に指定さ

れているライチョウの営巣地でもある O なお山荘

を含め雲ノ平全域が、中部山岳困立公園(特別保

護地区)、国有林(保安林)及び鳥獣保護地区(一

部特別保護区)に指定されている。雪国草原とハ

イマツが織りなす特徴的な景観から随所に、「日

本庭園J、「スイス庭園」など庭園の名が付けられ

ている 10)。

現行の雲ノ平山荘の屋根形状は、ギャンブレル

型屋根(腰折屋根)である。雲ノ平山荘が開設さ

れた 1963(昭和 38)年当時はヘリコプターによ

る輸送手段がなかった時代であり、建築資材を現

地調達と歩荷によって荷揚げしたため、長さのあ

る建築資材が手に入らなかった。そのため、短い

建築資材を組み合わせた形(モノコック構造)で

建築された。したがって、意図的に現在の屋根形

状になったのではなく、豪雪と強風に耐える構造

でかつ、北アルプスの中でも屈指の最奥地に位置

するという立地的制約条件の下、合理的な経緯で

特徴的な屋根形状をもっ山小屋となった。

2-2 アンケー卜調査に用いる画像の取得

山岳景観に調和する山小屋の屋根形状を把握す

るため、既往研究 9)日等を参考にし、被験者に屋

根形状を変えたシミュレーション画像をいくつか

提示して、景観評価を行うこととした。シミュレー

ション画像の基となる山小屋の画像を現地にて撮

影した。雲ノ平山荘から登山道沿いに三俣山荘方

面(キャンブ場方面・東方向)に向かつて 309m

の地点より、 2008(平成 20)年7月26日に撮影し

た。 撮影高は、1.5mとした。この 309mの地点

の算出方法は、人聞が持つ視覚特性より算出した。

4 般に、ある景観を眺めた際、景観内に存在す

る物体の見込み角が1度を超えると、視認性が高

くなり、気になり始めることが指摘されている 1九

雲ノ平山荘の場合、現行の建築物の地上高がおよ

そ5.4mであり、見込み角 1度の場合の視距離(見

通し距離)は約 309mである(式 1及び図 3)0 
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自:見込角 d:水平距離 h:地上高

図3 見込角の模式

2-3 アンケート票の作成

シミュレーシヨン画像で提示した屋根の形状

は、現行の建築物である「ギャンブレル型」、「か

まぼこ屋根型」、「切妻屋根」、「陸屋根」の 4種類

とした。このうち陸屋根を除いて、他の 3つは一

般的に山岳地で見られる山小屋の屋根の形状を市

販の山岳ガイドブック 13)-21)や避難小屋ガイド

ブックロ)却より選定した。

画像処理ソフトである GIMP2.2註引を用いて、

撮影した画像の屋根形状を加工し、シミュレー

ション画像を作成した。加工した画像は、アンケー

ト用紙(普通紙 A4サイズ)にサービス版サイズ

(最終寸法 87x 116mm)で出力した(図 4)0 

アンケート票の内容は大まかに 3つの内容に構

成されている。 lつめは、景観評価である O 上述

したように山小屋の屋根の形状をコンピュータシ

ミュレーションにより 4タイプに加工した画像試

料を用いて、屋根の形状が周囲の景観に調和する

かを聞いた。評価方法は、評定尺度法と順位法の

2種類を設けた。評定尺度法については、「調和

性」、「目立ち度」、「違和感」、「好ましさ」、「親し

みやすさ」の 5項目を設け、 7段階の評定尺度で

評価してもらった。順位法については、 4つの画

像を雲ノ平の景観に調和していると思う順に並べ

てもらった。なお景観評価に偏りが生じないよう

にするため、提示するシミュレーション画像の順

番を 2通り作成した。

2つめは、景観評価と回答者の属性との関係を
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2)切妻屋根

3)かまぼこ型屋根 4)陸屋根

1)ギャンブレル屋根 2)切妻屋根 3)かまぼこ型屋根 4)陸屋根

図4 アンケート票に使用したシミュレーション画像

(下図の画像は建物部分を拡大したもの)

明らかにするため、回答者の基本的な属性(年齢、

性、登山歴)を聞いた。 3つめは、登山に関する

事項を聞いた。具体的には、今回の登山計画内容、

登山に対する準備、安全配慮、自然公園行政に関

する知識、山小屋に求めるサービスである O

2-4 留置法によるアンケート調査の実施

まずアンケート調査を実施する前に、 2008(平

成 20)年 7月27日から 8月 10日まで予備調査

を実施した。質問項目は本調査と同様の内容であ

るが、シミュレーション画像を現地にて拙速的に

作成したため、「切妻屋根」に関してやや違和感

が生じた。予備調査の結果を踏まえ、回答の偏り

などが生じないように、再度シミュレーション画

像の作成と画像の順番を入れ替えるなどアンケー

ト票を改善した。本調査を雲ノ平山荘及び近隣の

三俣山荘の 2カ所で留置方式にて実施した。留め

置き期間は、 2008(平成 20)年8月12日から 10

月13日(小屋開設期間)までとした。

2-5 解析方法

回答が得られたアンケート票は、エクセルを用

いて結果を入力し、各質問に対する回答人数と割

合を算出した。あわせて、屋根形状、留置場所、
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シミュレーション画像の順番替えによる景観評価

の差異の有無を明らかにするため、留置場所、屋

根形状、シミュレーション画像の順番替え、の 3

因子を独立変数とし、 5つ景観評価項目を従属変

数として、三元配置分散分析を行った。

次に評定尺度法および)11買位法による景観評価の

結果について、シミュレーション画像で作成した

4つの屋根形状別に比較を行った。

最後に景観評価と被験者の属性との関係を明ら

かにするため、主成分分析を行い、被験者のグ

ループ分けを行った。分類されたグループを用い

て、アンケート票で設問した「登山に対する準

備」、「安産配慮」及び「山小屋に求めるサービス」

に対し、主成分分析及びコレスポンデンス分析を

行い、属性の特徴の可視化を試みた。なお一連の

統計解析には、 IBMSPSS Statics 22，0を用いた。

3.結果及び考察

3-1 アンケート調査の結果

アンケート調査の結果を表 1に示した。有効件

表1 アンケート調査の結果

通臨調盤整長後絞銭湯ぷ灘池波・康隆以夜祭畿釜・遺量III波数量密浅沼鑓E道重ぬいお通治

j調査票月子1lJ蒸 '.75ふ…6?月;宿小屋泊 一……………………… 83 75~ 情 i1lJ岳ガイドブ 74 67目
i 地三俣山荘 35: 32%， ，泊所;夜行自……… …;…10:…丘町報;ィン安ァ今刃ト…… i ，5，1; 将司:

10代… 8%: :形;面労 15: 141;収:1lJ長雑誌 ………………: 40: 36% 
，20，i~ … 1，9[…17%[態宋回答 i---1L--1% '集 m町村や山小康l二期しそ食わせ 17:…，15%， 

30代……………… :2;前日 ;…1月;…9月:;，原テレビ…………… ; 月; 伊
年 40代 12: 11%円 日泊4日 33: 30%:: j山杏紹介しト市販のDVD'VHS 2: 2% 

齢 50代 17' 15目ド :4泊以上 27: 25佐 j 市販の山岳地図 91i 83出
60代 32i 29%:日 :5拍 14: 13%::位国土地理院発行の地形図 43i 39目
70代以上 4 ル;数四 12' 11ド 置 市 販 の ガ イ 円 ツ ク 32: 29出

未回答 4: 4吋 7泊以上 13 12町:確参照したホームページの印刷物 出

男 76 日制; ;未回答 首 j認小型GPS受信機 明

性女 '32: 29九単独 …一 一 32""，2，9玖: 持参しなかった ………… 、 出

未回答 2: 目カコゴル・夫婦……… …………，13……12九
事初めて 60: 55% 家族 九首

ーし号回回 一……… 24j…，2，2~ 構;友人・知人 28"，，2，5玖 知っている 83… 7男性
;白河田目… …… 21 19目 成ツアー … 13" 12% 知らなかった 24 22% 
;亙;未訪問(これから訪れる 4% 部活動 15 14% 未回答 拍

車 未回答 1% その他 4 4 ・国有林であること

;東北 目 未回答 1: 叩 :知っている 65 59% 

関東 ………… 55 50目猶潜ili記閥猶滋準維遜綴盤以内総深 知らなかった 42: 38百
:北陸・甲信越 12 11目 折立 60: 55% 宋回答 3: 3% 

j住;東海 ……………………ふ17 15% 入新穂高L晶表…………………………… 佐川i 山長地の植生復元活動二ついて
;所 j近畿……… :，.1長 H月山上高地 しは;…1.1月; 日日らない……… ;堅守，48弘、

明日買!用開 4:…4，9':口高理!'{，l竺 ，5唱知念τいる …………………よ 49: 45% 
;九州 2 2% 窒堂 6:%: 参加している 4' 判

未回答 2 2%::来回答 2: 同 未回答 4: 目

;更年去満 18. ，1閉じ ιilJ行財顛よの通り道 :'，26， ，24唱・山小屋φトイレは環境に国慮したィ(1'オトイ'1..-1=するべき

:5年以上10年未満……… 25: 23佐:来;羨望の地だから………一一… 26: 24明 強くそう思う 56 51% 
:登 10年以上15年未満 18: 16%::訪日本最後の秘境と言われているから 21 19目 そう思う 28 25出
山 15年以上20年未満 11! 10%'!;~ 色々な庭園の名がついているから 目; どちらともいえない 19 17百

;理;
歴 20年以上30年未満 8: 出 j 由;今回訪れる予定はない 百; そう思わない 4% 

30年以上40年未満 11: 10同-その他 22 2日首 j全く恩わない 拍

40年以上 15: 14% 来回答 拍 ;未回答 弘

未回答 4: 目 保;刻"'~ていない ル 42 38% ・クリ一二ィ黒ネルギによる発電もするべきである

百数えたことがある 61 55目 険 11景苦手F室長期み 40 36弛 ヲ事<，fう思う ……………… 44: 40月
名 n 19口座以上登頂 12 20目| 加 傷害保険に加入 25: 23% そう思う 45: 41目

;山:じ::::>150座以上則廃未瀕… 19 31目| 入 未回答 3:%: どちらともいえない 11 …10% 

;に;………l50座未満 30 49出| 提臥した… …………………;…7初…男号;し… J1%配 そう思恩…わない 1目
; つ :数1昇uた=ζとが烹怠!空い:， 46 42目吐登 ♂しなか2tたた=孟… 2μ4: 22帖全く思わない 5: 肌目

;い!聞いたことがない 唱 山 分からなかつた oか o例目咋! 未困答 4ι4帆目

;て; 未固答 机目牝:バ;眉 啓山届の存在号害与知らな

;山:入会してい1存等Lい 66目;ハ: 未回答 8: 唱山…てf:lィt:: ………………… 59 54目
;岳 j入会している 36: 33%' ， エ:検討した 87j…79失;小携帯電預り電波中継塔の設置 4吹 雪9%

:会;門 I(社)日本山岳会 ; 史 的11レス;検討しなかった 1816%] i屋公衆電話 29 26% 
へ n‘|日本勤労者山岳連盟 4: 11叫:Iケ;ツアーに参加し
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数は 110件であった。これを見ると、雲ノ平山荘

及び三俣山荘を訪れる登山者像は以下の通りにな

る。まず属性については、約半数が 50代以上の

中高年層であり、山行人数は単独あるいは 2名が

半数を占める。半数の人が雲ノ平を初めて訪れる

登山者である O 居住地は、関東が半数を占める。

山岳会については、 6割の人が未入会であった。

次に、登山計画や安全配慮について、 5割の登

山者が何らかの保険に加入しているものの、約 3

割が未加入であった。登山届は 7割が提出してい

るものの、 3割弱は未提出である。非常時の通信

手段として、 8割の人が携帯電話を挙げていた。

山行中の位置確認に 8割の登山者が市販の山岳地

図を持参している一方で、何も持参していない登

山者が少数だが存在していた。

最後に自然公閏行政に関する知識や山小屋に求

めるサービスや対する要望について、 7割以上の

人は雲ノ平が国立公園に指定されていること知っ

ているが、国有林内であることについては 5割程

度に留まるO バイオトイレやクリーンエネルギー

による発電の導入については、 7~8 割の人が導

入すべきと回答している。山小屋に求めるサービ

スについては、登山道の概況情報を求める声が一

番多く、次いで、気象情報の入手手段としてテレビ

の放映を挙げていた。

3-2 三元配置分散分析の結果

屋根形状、留置場所、シミュレーション画像の

順番替えの 3因子を用いて、これら 3因子を独立

変数とし、 5つの景観評価項目(，調和性」、「目

立ち度」、「違和感J、「好ましさj、「親しみやすさJ)
を従属変数として、景観評価項目毎に三元配置分

散分析を行った(表2)。

いずれの景観評価項目において、 3つの因子の

交互作用を見ると、有意 (pく0.05) を示さなかっ

た。すなわち、シミュレーション画像に用いた屋

根形状の違い、留置場所による違い及びシミュ

レーション画像の順番替えにより、 5つの景観評

価毎の母平均に差があるとは言えなかった。した

がって、 110件のデータについて、同列に扱い、

以降の解析を進めた。

表2 景観評価毎にみる三元配置分散分析の結果

網掛け部分:3つの因子の交互作用を表す。

3-3 シミュレーション画像を用いた景観評価

の結果

シミュレーション画像で提示した 4つの屋根形

状について、 5つの評価項目ごとに評定平均を求

め、比較を行った(図 5)0 その結果、目立ち度

を除き、調和性、違和感、好ましさ、親しみゃす

きの 4項目において、陸屋根、切妻屋根、かまぼ
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こ型屋根、ギャンブレル型屋根の順に評定平均が

高くなった。目立ち度の評定平均について、 4タ

イプの屋根に大きな差が生じなかった。これは、

対象とした山荘の位置が、ちょうど高台に位置し

ており、被験者が屋根形状に問わず目立っている

と評価したものと考えられる。

次に順位法による屋根形状の景観評価につい

て、比較を行った(表3)。順位毎にみると、 1位

に選ばれたのは、 51件のギャンブレル型屋根、 2

位は 47件のかまぼこ型屋根、 3位は 59件の切妻

屋根、 4位は 85件の陸屋根であった。あわせて、

順位の平均値に有意な差を見るために、フリード

マン検定を行った(表 4)0 その結果有意確率は

0.00以下で、有意水準 0.05より小さいため、屋

調和性

7.0 
-4回・ギヤンブレル

四脇田かまぼこ

..・・・切妻
6.0/1 

親しみゃすさ

違和感

図5 景観評価のレーダーチャー卜図

表3 フォトモンタージュ画像を用いた順位法による

屋根形状の景観評価

ギャンブレjレ型

屋根
l慣位 (現行)

.1.1立 φ 与1
2位 27

司位 9 
4位 1

i未回答 22 

E十 110

かまぼこ型

屋根

21 

47 

20 
0 

22 

110 

切妻屋根 ; 陸屋根

15 
12 

59 

85 
2 2 2  

110 110 

表 4 フォトモンタージュ画像を用いた順位の

平均値に対するフリードマン検定の結果

ギャンブレル型

陸屋根型

かまぼこ屋根型

切妻屋根型

順位

根形状聞に有意な差が認められた。

3-4 主成分分析による被験者のグループ分け

被験者のグループ分けを行うため、順位法で得

られたデータを用いて主成分分析を行った。先の

アンケート調査で得られた 110件のデータうち、

未回答のデータを除いた 88件のデータを使用し

た。解析にあたっては、行列の転置を行った。す

なわち、列(変数)を被験者、行(サンプル)を

屋根形状の順位データとした。通常、列(変数)

を屋根形状の順位デ」タとし、行(サンプル)を

被験者とするが、被験者のグループ分けを目的と

しているため行列の転置を行った則。

解析結果を図 6及び表5に示す。第 2主成分ま

での累積寄与率が88.50%であった。因子負荷プ

ロットは、被験者毎の因子負荷量をプロットした

グラフであり、順位づけが似たもの同士が近くに

位置することとなる O プロットの位置関係より、

Type 1、TypeII 、Typemの 3グループに分ける
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図6 行列転置後の主成分分析により算出した

因子負荷プロットと被験者の属性分類

(図中の数字は被験者番号を指す)

表5 行列転置後の主成分分析により算出した

固有値と寄与率
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表6 グループ別にみた順位法による屋根形状の景観

評価

ギャンブレかまぼ」
切妻屋根 陸屋根 グルプ順位 ル型屋根 型

(現行) 屋根 毎の合計
Type 1 J位 42 15 。 。

2位 15 42 。 。
57 

3位 。 57 D 

4位 。 。 57 
Type II 位 B 4 14 。

2位 10 4 12 D 
26 

3位 B 18 。 。
4位 。 。 。 26 

Typeill 1位 。
2位 。 2 
31立 。
41立 。

言十 86 

ことができた。なお被験者を変数として用いたた

め、第 1及び第2主成分(軸)の解釈は行わなかっ

た。主成分分析は、変数どうしの類似性を距離に

置き換え、多変量の持つ情報を要約する解析方法

である。ここでは、行列の倒置を行ったため、被

験者が変数となっている。そのため被験者 1件 1

件には、要約後の解釈に必要な変量の意味や形容

詞などをt寺たないからである O

3グループ毎にみた順位法による屋根形状の景

観評価について比較を行った(表6)0 これを見

ると、 Type1において l位に選ばれているのは、

42件のギャンブレル型屋根であり、 2位は 42件

のかまぼこ型屋根、 3位は 57件の切妻屋根、 4位

は57件の陸屋根であった。 Type1の特徴は、l位、

2位において、ギャンブレル型屋根かかまぼこ型

屋根で評価が分かれているものの 3位、 4位はす

べて同じ回答になっている O ギャンブレル型屋根

もかまぼこ型屋根も妻方向からみると、丸み(膨

らみ)をもった屋根となる o Typ巴 Iは丸みをも

っ屋根に好印象を持っているグループといえる O

Type IIでは、 I位に選ばれているは 14件の切

妻屋根で、あった。2位も 12件の切妻屋根であった。

3位は 18件のかまぼこ型屋根、 4位は 26件の陸

屋根であった。 TypeIIの特徴は、 1位及び2位と

もに切妻屋根が選ばれている O 山小屋も含め木造

建築物の典型的な屋根形状である切妻屋根に好印

象を持っているグループといえる。

Type nrは、 3件であった。 1位にはギヤンブレ

ル型屋根以外が 1件ずつ選ばれている。 2位は 2

件の陸屋根であった。 3位は 2件のかまぼこ型屋

根、 4位は切妻屋根であった。 Typenrは、ギャン

ブレル型屋根を好まず陸屋根のような箱型の建築

物に好印象を持つグループであるといえる。

3-5 主成分分析及びコレスポンデンス分析を

用いたアンケート調査の被験者に関する

属性の視覚化

アンケート調査の被験者の属性の特徴を視覚化

するため、複数回答として設けた「登山の計画・

安全配慮」より「非常時の通信手段」、「情報収集

源」及ぴ「位置確認」の 3つを用いて(表1)、

主成分分析及びコレスポンデンス分析を行った。

同様に「自然公園行政や山小屋に対する要望」よ

り「山小屋に求めるサービス」を用いて(表1)、

主成分分析及びコレスポンデンス分析を行った。

複数回答の各選択肢を変数と考え、選択している

場合は I、選択していない場合は Oとし、二値

データとして解析を試みた。なお、各選択肢は表

7の通り短縮表記し、以降の解析に使用した。

表7 質問項目「登山に対する準備」、「安全配慮J、
「山小屋に求めるサービス」における短縮表示

とその内容

項目 選択肢 栢縮書記

携帯電話 i携帯電話

アマチュア無線 … lZ烹7:"，，7'無線… …………… 
非常時 発光著書(今、YJ王子イト存知 ………;発表按…

呼び子〔笛〕
通信手段 鏡 ;鏡

仲間(ツアー会社)が準備 ;他人が準備
ぞの帆 ;手段・肺

インヲーネット jイン空マキ :;J b~ ……… 
山岳雑誌 … 山号雑誌 … …………: 
山岳ガイドブ3ヲ 情，ガイドブツウ

情報収集源 市町村や山小屋に問い合わせ 問い合わせ
山を紹介した市販のDVD'VHS 市販の即日等
テレビ テレビ
その他 j情報源・他
市販の山岳地図 i市販地図
周土地理院発行の地形図 ;地形図
小型.Gf'S刻毒機 … ，GPS 

位置確認 山岳ガイドブック ;位ガイドブッヲ
参照lみオ，=1.マキヶジの切周l物……ヲj1'9手印刷物 …………… 
持参しな角…った …… 持参なし…… ……… ……; その柚 位置確認・他
~)ヨ……………………
個室 : 

公衆電話

生ビール販自宅
オリジナルヴザジ販売
テレビ山小屋に求める 仁 …………… 

サービス 携籍軍Z煮の究君主
電波中継塔

事前予約
夏山診療所

ホムベージ
員然鰐説………
釜山道企盤翠堕墾

(1 )事前準備 (1非常時の通信手段J、「情報収集

源」、及び「位置確認J)に関する主成分分

析及びコレスポンデンス分析の結果

解析結果を図 7から図 9及び表8から表9に示
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す。まず主成分分析の結果について表8を見ると、

第2主成分までの累積寄与率が22.03%であった。

図7より各主成分の解釈をすると、第 1主成分は

負の値に、非常時の通信手段より「他人が準備」、

情報収集源より「ガイドブック」及び「問い合わ

せ」、位置確認、より「ガイドブック」及び「持参

なし」、がプロットされている。その他の選択肢

はすべて正の値にプロットされている。負の値に

位置する選択肢は、その内容から登山において事

前に準備するものとしてマイナーな選択肢である

と言え、正の値に位置する選択肢は、一般的な選

第1主成分 ; 第2主成分

:登山の事前準備にお;登山の事前準備にお
jける一般性な選択肢ける必要不可欠な選

を示す軸 択肢を表す軸

2.26 1.71 

12目55， 9.49 
12.55 22.04 

第1主成分登山の事前準備における一般性な選択肢を示す軸

固有値と寄与率表 8

因子負荷プロット図7

:固有値

1寄与率(%)

累積寄与率(%)

因子抽出方法:主成分分析
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第1主成分登山の事前準備における一般性な選択肢を示す軸

(図中の数字は被験者番号を指す)

図8 主成分スコア散布図
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• Type 1 

ト...Type 11 

• ト圏 Typeill
GPS .ー×変数スコア • ×ガイドブッ
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択肢といえる。このことから、第 1主成分は、「登

山の事前準備における一般性な選択肢を示す軸」

と名付けた。

次に第 2主成分は、負の値に非常時の通信手段

より「携帯電話」、位置確認より「市販地図」が

プロットされている。その他の選択肢のほとんど

は正の値にプロットされている O これらは、登山

において必要不可欠な道具であり当然持参するも

のである O このことから、第 2主成分は、「登山

の事前準備における必要不可欠な選択肢を表す

軸」と名付けた。

因子負荷プロットは、選択肢同士の関係の強さ

を視覚的に把握することができる。図 7を見ると

非常時の通信手段として「携帯電話」を選択する

人は、位置確認の「市販地図」を選択(持参)し

ていることが分かる。これは、登山において市販

の山岳地図を持参することに加え、通話エリア有

無は問わず普及が進んだ携帯電話を持参すること

はもはや当たり前であることを示している。

一方、「携帯電話」及び「市販地図Jに対して

対角線に非常時の通信手段より「他人が準備」と

位置確認より「持参なしJが位置しでした。因子

負荷プロットにおいて、互いが選択されないもの

同士が対角線上に付置される。したがって、「携

帯電話」及び「市販地図」を選ぶ被験者は、「他

人が準備」及ぴ「持参なし」を選ばない傾向にあ

る。「他人が準備」及び「持参なし」を選ぶ被験

者は、どちらかといえば他者任せあるいは準備不

足な登山者であると言える O

次にコレスポンデンス分析の結果について述べ

るO コレスポンデンス分析では、イナーシャの寄

与率が各次元(各主軸)において元の情報(デー

タ)をどの程度説明しているか示す。表9をみる

と、 2次元までのイナーシャの寄与率の累積値が

23.6%であった。これは元のデータの情報の約 2

割弱が集約されたことを示す。さらに、各次元の

得点をプロットした図が布置図となる(図 9)0
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近くに位置するもの同士は分布(回答の傾向)が

似ていることを表す。また、原点近くに位置する

ものは、特徴のない平均的なもの、すなわちよく

選択される選択肢を表す。非常時の通信手段より

「携帯電話」及び「発光器」、情報収集源より「イ

ンターネット」、「山岳雑誌」及び「ガイドブック」、

位置確認より「市販の山岳地図」、が平均的な選

択肢であった。

一方、原点より遠い位置にある選択肢は、選択

されないものであることを示す。非常時の通信手

段より「アマチュア無線」及び「他人が準備」、

情報収集源より「問い合わせ」、「市販の DVD等」

及び「テレビ」、位置確認より iHPの印刷物」は、

あまり選択されない選択肢であった。その内容も

現在使用頻度が低いものや登山に関する情報量が

すくないものであり、結果登山者自身が選択しな

いものと考えられる O

最後に、主成分スコア散布図(図 8) と変数ス

コア及びサンプル(被験者)スコアの布置図(図 9)

(以下、布置図とする)について、先に得られた 3

タイプのグループを用いてグループ毎の特徴につ

いてみた。

Type 1について、主成分スコア散布図を見る

と第 1主成分及び第2主成分いずれの軸において

も分散傾向にあった。次に布置図を見ると、原点

に周辺にプロットされる被験者がいる一方で、原

点から離れて「アマチュア無線」、「他人が準備」

及び「テレビ」の変数スコアに近い位置にプロッ

トされる被験者も見受けられた。以上のことを統

合して Type1の特徴を述べると登山の事前準備

において、マイナーなものを選択(準備)する人

と一般的なものを準備する人が混在する登山者の

グループといえる。

Type IIについて、主成分スコア散布図を見ると

第1主成分においては正の値にプロットされてい

る数が比較的多かった。第 2主成分においては負

の値にプロットされる数が比較的に多かった。次

に布置図を見ると、 Type1と同様な傾向が見られ

た。以上のことを統合して TypeIIの特徴を述べ

ると、登山の事前準備において一部マイナーなも

のを選択(準備)する人がいるものの、おおむね

一般的なものでかつ必要不可欠なものを準備する

いわゆる一般的な登山者のグループといえる O

Type IIIについて、主成分スコア散布図を見る

とTypeIIと同様に第 1主成分においては正の値

にプロットされている数が多かった。第 2主成分

においては負の値にプロットされる数が多かっ

た。次に布置図を見ると、すべて原点に近い位置

にプロットされている O 以上のことを統合して

Type IIIの特徴を述べると、一般的なものでかつ

必要不可欠なものを準備する一般的な登山者のグ

ループといえる。

(2)山小屋に求めるサービスに関する主成分分

析及びコレスポンデンス分析の結果

解析結果を図 10から図 12及び表 10から表 11

に示す。まず主成分分析の結果について、表8を

みると第2主成分までの累積寄与率が 28.00%で

あった。図 10より各主成分の解釈をすると、第

I主成分は、自然解説の除きすべての選択肢が正

の値にプロットされている O したがって、山小屋

に求めるサービスの総合指標の軸と名付けた。第

2主成分は、負の値に「風呂j、「携帯電話の充電」、

「テレビ」、「生ビールの販売」など、物的サービ

スの内容となっている。一方、正の値には、「自

然解説」、「夏山診療所」、「ホームページ」、「登山

道の概況情報J、「事前予約」など人的サービスの

内容となっている。したがってサービス内容(物

的サービスか人的サービスか)を示す軸と名付け

た。

図 11の因子負荷プロットを見ると、「携帯電話

の充電」、「テレビ」、「風呂」、「電波中継塔」を選

択する人は、対角線上に位置する 「自然解説」、

「夏山診療所」、「登山道の概況情報」などは選択

しない傾向にある O 物的サービスを求める人は人

的サービスを求めない傾向にあり、その逆もしか

りである O 物的サービスを求める人は、山小屋に

対して下界とかわらないサービスや機能を求める

のに対し、人的サービスを求める人は自然の享受

や安全面を重視する内容を山小屋に求めていると

いえる O 次にコレスポンデンス分析の結果につい

て述べる。表11をみると 2次元までのイナーシャ

の寄与率の累積値が 27.5%であった。これは元

のデータの情報の約 3割を集約できていると言え

るO 図12に示した各次元の得点をプロットした

図を見ると、「山小屋に求めるサービス」におい
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成分については、比較的正の値にプロットされる

数が多かった。次に布置図を見ると、原点に周辺

にプロットされる被験者がいる一方で、原点から

離れて「個室ム「風呂」及び「生ビールの販売」

の変数スコアに近い位置にプロットされる被験者

持軍
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て、原点近くに布置された「登山道の概況情報」、

「ホームページ」、「事前予約」、「テレビ」、「電波

中継塔」が平均的な選択肢であった。

一方、原点より遠い位置にある選択肢は、「自

然解説」、「個室」、「風呂」などはあまり選択され

ない選択肢であった。その内容も認知度が低いも

のや、一部の山小屋では提供されているが物理的

に実現不可能な内容のものが含まれており、結果

登山者自身が選択しなかったものと考えられる。

最後に主成分スコア散布図(図 11) と布置図

(図 12)について、先に得られた 3タイプのグルー

プを用いてグループ毎の特徴についてみた。

Type 1について、主成分スコア散布図を見る

と第 1主成分において分散傾向にあった。第 2主

26 
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も見受けられた。以上のことを統合して Type1 

の特徴を述べると山小屋に求めるサービスについ

て、「物的サービス」を求める人と「人的サービスJ
を求める人が混在する登山者のグループといえ

る。

Type IIについて、主成分スコア散布図を見る

と第 1主成分においては負の値にプロットされて

いる数が比較的多かった。第 2主成分においては

正の値にプロットされる数が比較的に多かった。

次に布置図を見ると、 Type1と同様な傾向が見

られた。以上のことを統合して TypeIIの特徴を

述べると、山小屋に求めるサービスについて「物

的サービス」を求める登山者のグループといえる。

Type IIIについて、主成分スコア散布図を見る

と第 l主成分においては正の値にプロットされて

いる数が多かった。第 2主成分においては負の値

にプロットされる数が多かった。次に布置図を見

ると、すべて原点から遠い位置にプロットされて

いる O 以上のことを統合して TypeIIIの特徴を述

べると、マイナーな(あまり一般的ではない)I物
的サービス」を求める登山者のグループといえる。

4.まとめ

本研究では、周囲の景観に調和する山小屋の屋

根形状に関して、登山者を対象としたアンケート

調査による景観評価より明らかにした。具体的に

は以下の 3点を明らかにすることができた。

①アンケート調査による景観評価より、登山者

は現行の「ギャンブレル型」屋根が最も雲ノ平の

景観に調和していると評価しており、このことか

ら「ギャンブレル型」屋根が雲ノ平の景観にふさ

わしい山小屋の屋根の形状であることが示唆され

た。したがって雲ノ平において、新築また増改築

で、山小屋の屋根の形状を検討する際、自然景観に

配慮するならば現行の「ギャンブレル型」屋根の
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形状にすることが望ましいといえる。

②順位データによる屋根形状の景観評価を用い

た主成分分析の結果より、被験者のグループを 3

タイプに分けることができた。 Type1は、現在

の雲ノ平山荘の屋根形状である「ギャンブレル型」

を好印象にもつグループ、一方、 TypeIIは、多

くの山小屋で、見られる屋根形状の一つで、ある「切

妻屋根」を好印象にもつグループ、 Typemはそ

のf也グループであった。

③アンケート調査にて設問した「非常時の通信

手段」、「情報収集源」、「位置確認」及ぴ「山小屋

に求めるサービス」を用いて、主成分分析及びコ

レスポンデンス分析の結果から 3タイプに分類さ

れた属性の特徴を明らかにした。

Type 1は、登山の事前準備において、マイナー

なものを準備する人と一般的なものを準備する人

が混在するグループであった。山小屋に求める

サービスについても「物的サービスJを求める人

と「人的サービス」を求める人が混在する登山者

のグループであった。

Type IIは、登山の事前準備においておおむね

一般的なものでかつ必要不可欠なものを準備する

一般的な登山者のグループであった。山小屋に求

めるサービスについては、「物的サービス」を求

める o Type mは、登山の事前準備において一般

的なものでかつ必要不可欠なものを準備する一般

的な登山者のグループである一方、山小屋に求め

るサ}ピスについては、あまり一般的ではない

「物的サービス」を求める登山者のグループであっ

た。

しかし、以下の 2点が本研究の限界である O

1.アンケート調査にて設問した「登山に対する

準備」、「安全配慮」、及び「山小屋に求めるサー

ビス」を用いた主成分分析及びコレスポンデンス

分析の累積固有値ないしイナーシャの累積寄与率

が高くなく、統計的に十分なデータの集約に至っ

ていない、 2.順位データによる屋根形状の景観

評価を用いた主成分分析の結果より得られた 3タ

イプのグループのうち、 Type1について複数の

属性が混在している。以上2点を含め、登山者の

属性を的確に把握する分析手法の検討や他の山岳

地域における事例などの蓄積が求められる。
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GEORGE D. BUTLERのレクリエーション観と

プレイグラウンド・レクリ工ーション運動の先駆者たち

高橋和敏 l

Butler's view on recreation concept， and the profiles American pioneers， 
related with him， for playground and recreation movements 

Kazutoshi Takahashi 1 

1.はじめに

まず初めにお断りしたい。先に掲載させていた

だいた評論(日本語「レクリエーション」の解釈

をめぐって 経験知からの視点 、(レジャー-

レクリエーション研究第 73号、 p7-p11)の続き

が気がかりになっていた。前回の評論を脱稿した

直後は「今となっては、アメリカ人研究者か専門

職に何らかの形で聴くことが良い」と思っていた。

あれこれ考えを巡らせているうちに、 NPAA

(NATIONAL PLAYGROUND ASSOCIATION of 

A旧国CA)から AP貼 (AME悶CANPLAYGROUND 

and RECREATION ASSOCIATION)への統合当時の

機関誌類によって大まかなレクリエーション観を

探ろうとした。すなわち 1911年前後の時代であ

る。内心は「若しかしたら、プレイ+レクリエー

ションという言葉が使われ出した当時のレクリ

エーション観を知ることが出来るか ?Jと、自分

なりに推理して、期待してのことであった。約半

年の問筆者の心は係り続けた。ふと“GEORGED

BUTLER著の Introductionto Community Recreation 

(Second Edition -1949一)"を再度検証すること

を思い立った。なぜなら、パトラー (GEORGED. 

BUTLER) は、 1911年は年齢的にも職業的にも

最適な青年で、 NPAAから NPRAに移行した経

緯を体験し、著書に彼の思想が表れているのでは

ないかと推測したからである。実は、ちょうど国

1 東海大学名誉教授 Professor Emeritus， Tokai University 

際基督教大学において筆者の直接の上司で、レク

リエーションを教えてくださった故三隅達郎教授

(1899 ~ 1994)が、“レクリエーション総説"と

して、パトラーの第 3版を日本語訳にしてあった。

幸い余暇問題研究所にパトラーの第 2版と第 3版

の訳本があるので、これらを見比べながら、早速

取り掛かった。また、調べていくうちに、パトラー

の考え方に影響を与えたと思われるプレイグラウ

ンド (PLAYGROUNDとレクリエーション

(RECREATION)運動推進先達や関係者たちが目

に留まった。更にまた、「現在に近い頃の研究者

のレクリエーション観はどうだったろうか ?Jと、

文献を通して知りたくなった。たいへん衝動的で

欲張りだと自分でも思っている O そのようなわけ

で、本評論を記すに至った。

2凶パ卜ラ一文献の概要とその訳本レクリ

工ーション総説とは

ここでは、パトラーの文献と三隅訳本のあらま

しを紹介することにしよう O

(1)パトラ一文献

大別して 7部の分厚い (568ページ)書籍であ

る。すなわち、 I レクリエーション その性格、

範囲と意義、 E リーダーシップ、 E地域と施設、

N 活動とプログラム立案、 V 地域・施設の運営、

余暇問題研究所顧問 Advisor， Japan Institute of Leisure Services and Education 
日本レジャ ・レクリエーション学会顧問 Advisor，J apan Society of Leisure and Recreation Studies 
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羽プログラムの種類とサービス、四組織と管理

上の諸問題であって、全体で34章、 568ページの

大作である o McGRAW=HILL BOOK COMPANY， 

INC.から出版、されている。まさにアメリカにお

ける公共レクリエーションを網羅するテキストと

言えよう O 註j)

(2) 三隅訳本

レクリエーション総説は、パトラーの三隅教授

宛の謝意(1962年2月21日付)が載せられおり、

訳者としての三隅は「昭和 24年6月であった。

当時占領軍司令部 (GHQ)労働部に勤務されて

いた知友J・D'フーパー氏(米国労働省勤務)

が帰国にあたって、記念として取り寄せてくれた

のが本書 (Introductionto Community R巴creation)

の第 2版であった。当時入手困難であったアメリ

カの図書、しかもレクリエーションに関する図書

をもらい、私は夢中になって読み、また、友人に

も貸したりして喜びを分かち合ったことであっ

た。」と、その冒頭 (p4) に述べていた。これも

645ページの分厚い訳本である O ベースボール・

マガジン杜の出版、日本語訳としてアメリカのレ

クリエーションを総合的に知るには、絶好の丈献

であろう O

3.バトラーはどのような人か?

まず、パトラ一本人のフ。ロフイールとその業績

を簡単に紹介したい。彼の写真註2) をしげしげ見

ながら、「この写真には、彼の思想が表れている

だろうJと思ったからのことである O

GEORGE D. BUTLLER (1894-1985)は、コネ

チカット州の出身、エール大学で学び(経済学)、

プレイグラウンドに関心が深く、恐らく人類に

とって公園とレクリエーションが不可欠と、初め

て認めた一人であろうと言われている。 1919年、

当時のNATIONALRECREATION ASSOCIATION 

(NRA)の事務局長HOWARDBRAUCHER (後述)

は、彼を研究・調査部長に任命。部長職を 43年

間勤める。地域レクリエーション運動の発展・啓

発に関わり、実践的かっ理論的にも精通、 1936年

には、 PLAYGROUND-THEIR ADMINISTRATION 

and OPERATION -を著作。 1940年本書を執筆、

数多くの研究者や実践家に読まれた。名実共にア

メリカにおける公共レクリエーション (PUBLIC

RECREATION)制度確立のパイオニアであった。

その功績は高く評価されて、 NRPAの殿堂註2)入り

した一人である。 91歳で逝去した。

4. バトラーに関わるプレイグラウンドとレ

クリエーション運動の先駆者たち

筆者が知る限りでは、パトラーが直接面識、あ

るいは影響・共感したレクリエーション研究者や

プレイグラウンド運動の先駆者は、大別して 4世

代にまたがる O すなわち 1860年代生誕者、 1880

年代生誕者、および 1890年代生誕者、さらに

1910年以降の生誕者たちである O 次に生誕順に

列挙して、簡単な紹介に留めたい。

(I) JANE ADAMS (1860 -1935) 

イリノイ州出身。その頃女性にとっては高等教

育校であった ROCKFORDFEMALE SEMINARY 

を卒業、その後友人と共にヨーロッパ旅行、イギ

リス・ロンドンではスラム街での隣保館に大きな

影響を受けた。その後シカゴで隣保館 HULL

HOUSEを1889年9月18日に設立、都市貧民へ

の社会福祉事業を始めた。ロンドンでの熱い想い

がかなったのであろう Oその活動は、現在のコミュ

ニテイカレッジの原型に匹敵する程多岐にわたっ

ていた。レクリエーション分野に関わったのが、

コーヒーハウス兼体育館の建設、スラム街におけ

る運動広場の建設などであったと言われる。すな

わち、都市環境下での遊び場作りの組織的運動展

開を主張し続けた。彼女の情熱が 1906年PAAの

設立に繋がったと言えよう。その設立メンバーと

もなり、初代理事長となった。その外にも女性問

題、黒人問題、世界平和問題などに貢献、 1931

年アメリカ女性初めてのノーベル平和賞を受賞し

た。

(2) JOSEPH LEE (1862 -1937) 

ボストン出身。“アメリカにおけるプレイグラ

ウンド運動の父"と称された。なぜなら、ボスト

ンにおいて遊び広場導入のキーパースンであっ

て、後の全米的な公共レクリエーション・プログ

ラム発展の基にしたからである。「社会問題解決

には、レクリエーション活動と楽しさが必要。大
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人の遊びはレクリエーション、すなわち大人の生

き方を再び新しくする。子供の遊びは生命を獲得

するために成長させる。」と言っていた。ちなみ

にアメリカ初の管理された子供の遊ぴ場(1885

年ボストン女性クラブによる)BOSTON SAND 

GARDEN設立にも関わっていたことは確かであ

ろう O

(3) LUTHER H. GULICK (1865 -1918) 

ハワイ・ホノルル生誕、宣教師であった父の関

係で、スペイン、イタリヤ、そして日本にも滞在

していた。ニューヨーク大学で MD取得、体育学

専攻、初めはミシガン YMCAに勤務。後にスプ

リングフイ}ルド大学に勤めた。プレイグラウン

ドについての、アメリカ全国組織設立の必要性を

提唱し、 1906年"PLAYGROUND ASSOCIATION 

OF AMERICA (前掲)"をジ、ェーン・アダムスや

ヘンリー・カーチスとともに、ワシントン YMCA

で設立させた。その初代会長に選出され、 10年

後ジョゼ、フ・リーにバトンを渡した。余談になる

が、ギューリックは、逆三角形の YMCAロゴ

(BODY， SPIRIT， MIND)をデザインした。現在も

用いられている。更に彼の兄は宣教師として日本

に20年間住んでいた。かの有名な“青い目の人形"

逸話は、 1927年、兄の努力でアメリカの子供た

ちが日本の子供たちへの贈り物であった。

(4) THOMAS E. RIVERS (1892 -1977) 

ミシガン州出身。長らく NRAから NRPAの国

際部長の任にあり、レジャー・レクリエ」ション

に関わる国際組織の設立に尽力した。そして遂に

国際レクリエーション協会 (INTERNATIONAL

RECREATION ASSOCIATION (IRA、現在の WLO)

設立に至った。ちなみに 1964年東京オリンピッ

ク開催年(1964年 10月2日-7日)、江橋慎四郎

東京大学名誉教授(元本学会会長)らの尽力によっ

て大阪、神戸、奈良、天理、京都において“世界

レクリエーション大会"がlRAと日本レクリエー

ション協会が共催して行われた。その実質的立役

者の一人がIRA専務理事のトーマス・リパースで

あった。蛇足ではあるが、 IRAの名称がなぜ

WLRAになったのかは、 lRAはアイルランド共和

軍の略称と同様なことから、紛らわしいと判断し

たことによるとのこと。しかし真偽のほどは定か

でない。

(5) HAROLD D. MEYER (1892 -1974) 

ジョージア州出身。レジ、ャー社会学専攻、ノー

スカロライナ大学社会学科レクリエーション専攻

主任などを歴任。精力的にレクリエーション教育

を推進、 20世紀におけるレクリエーション教育

の第一人者と称される。ブライトピルとの共著

RECREATION ADMINISTRATION -A GUIDE TO 

ITS PRACTICES一(1948、1956) もある O

(6) GEORGE HJELTE (1893 -1979) 

元々は体育学者、カリフォルニア州教育委員会

に勤務、後にロスアンゼルス市レクリエーション

局長、 THEADMINISTRATION OF PUBLIC 

RECREATION，1940年著作、初の貴重な(公共)

レクリエ」ション管理のテキストのーっとなっ

た。

(7) HOWARD S. BRAUCHER (1894-1990) 

ニューヨーク州出身、レクリエーション運動の

大いなる宣教師。 1909年から PLAYGROUND

ASSOCIATION Of AMERICA (PAA) の事務局

長になって、 NATIONALPLAYGROUND and 

RECREATION ASSOCIATION (NPR)への移行を

経て NATIONALRECREATION ASSOCIATION 

(NRA) 会長になった。第一次世界大戦時に

ジョゼフ・リーと共に米軍基地住居コミュニテイ

における組織的レクリエーション・サービス

(WCCS)を創設、 1926年NATIONALRECREATION 

SCHOOLを設立、多くのレクリエーション専門

家を育て上げた。

(8) ROBERT w. CRAWFORD (1906 -1995) 
ニューヨーク市出身(スコットランドからの移

民家族として生誕)。公共公園政策のパイオニア、

海軍レクリエーション・ディレクター、後にフイ

ラデルフィア市レクリエーション局長、

NATIONAL RECREATION SCHOOLの創設にかか

わる一人として尽力。
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(9) CHARLES K. BRIGHTBILL (1910 -1966) 

ペンシルパニア州出身。イリノイ大学レクリ

エーション・都市公園管理学科主任、多くのレク

リエーション専門家を育てるかたわら数々のコ

ミュニテイ・レクリエーション関係著作を通して

啓発を行った。また、とくに公園行政に関する造

詣が深かった。

以上のこれら先駆者たちは、パトラーと共にレ

クリエーションの啓発活動をしたか、または少な

からず彼の思想に影響を与えたか、はたまた影響

を受けたであろう O その証に全員がNRPAの殿

堂入りをしている事実がある。

5.パトラーのレクリエーション観

ここでは主に第 1章の“Whatis Recreation?" 

を基にして、その当時の、彼のレクリーションに

対する考え方を辿ってみたい。

(1)そのあらすじは?

前述した IntroductionTo Community Recreation 

の冒頭に、章立てをして、レクリエーションとは

何か?を説明している。まず初めに「レクリエー

ションという言葉は、今日ではどこでも聞かれる

が難しい言葉である」と断りの弁で始まっている O

続いて「さまざまな意味で使われ、広範囲の活動

に用いられているけれど、一般的には、経験の一

つのタイプ、ある特殊な活動形式、態度の一つ、

人生の不可欠な部分、あるいは仕事の一分野とし

て解釈されている。このように多様な言葉の使わ

れ方をしているので、まず“レクリエーションと

は何か?"という問いに対して答えまたは示唆を、

最初に挙げた」とコメントしている O そして重要

な特徴、理論的説明、レクリエーション運動と項

目立てをしている O すなわち、個人が自分自身の

ためにする活動、個人が自己表現、楽しさ感、ゆ

とり感がもてる機会であることであるという。こ

れらを前提とするならば、プレイ理論の自己表現

説に基づきながら、レクリエーシヨンは、活動の

いずれかの形式であり得ると断定し切れないでい

る。レクリエ}シヨンの定義については小項目

で、さまざまな状況での解釈・説明を繰り返した

後で、「要するに、レクリエーションとは、レ

ジヤ}時間経験あるいは個人が選ぴ楽しみや満足

感を得る活動の、ある形式として考えられるかも

知れない」と歯切れの良くない言葉で結んでいる。

またそれに連動するかのように、続いて“レクリ

エーシヨン運動 (Recreationmovement) "を説明

している o Iレクリエーションとは、決して静的

なものではなく、すべての人々の人生に影響を与

える大きくダイナミックな力がある。したがって、

レクリエーションの機会は、すべての人々が享受

すべきで、公的な問題なのである。しかしながら、

現代社会条件下での行政は、多くの人々が自己を

表現する機会を失わせてきた。そこで“レクリエー

ション運動"が起きたのである」と、その必要性

を主張している。終わりには「レクリエーション

運動を定義することは、教育など他の分野と一線

を画することが難しい。なぜなら、それらはさま

ざまな活動やオーバーラップする活動を含むから

であるJと言う。「また、活動をする本人の態度、

目的、方法にもよる。したがって、違いが明らか

なものは区別し易く、あるものは区別し難いもの

もあり、いろいろな解釈がなされている。そして、

レクリエーション運動は、子どもたち、青年、成

人への“豊かで楽しい生活への道"をもたらすさ

まざまな活動形式を通して自己表現ができる心あ

るいは態度を表している。このレクリエーション

運動は、生活の楽しみ方を啓発する運動として象

徴されてきた」と説明。締めくくりとして、かつ

て彼を NRAの研究・調査部長に任命したブロウ

カーの言葉を引用している。「宗教、教育、工業、

社会事業、保健、犯罪予防、人格形成、市民運動

などの一部かもしれない。しかしこれらの分野に

は属さない。それはそれ自身、生活の一面である」

と。

(2)思索すると・

バトラーは、先に挙げた先駆者ジョゼフ・リ}

と仕事上で密接な関係にあり、かっ尊敬し、大い

に影響を受けたことを前提として思いを巡らせた

い。なぜなら、 1936年に出版された彼の“プレ

イグラウンドにおける管理・運営"についての本

が“ジョゼフ・リーに捧げる"と誕われているか

らである。註3)

1)“レクリエーシヨンとは何か?"という問

いについては、パトラーも大いに悩んでいたよ
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うに思われる。背中の摩いところに手が届くよ

うで届かないもどかしさを感じていたに違いな

い。なぜなら、当時のアメリカもレクリエーショ

ンという言葉自体が、既成の領域に入れようが

ない新しい抽象概念で、あった (re副 creationは古

くから使われていたが・・.) 0 多くの研究者

たちが、それぞれに解釈して、「活動の部類だ」

「経験の範障に入る」など、既成の学問領域に

属させようとしていることに対して違和感を持

ち続けていたようだ。そしてまた、レクリエ}

ションを定義するには、その運動と連動されな

ければならないことをも示唆している。

2)大まかに言って、彼はプレイ理論の中の“自

己表現説"に基づいていると思われる O なぜな

ら、それに関連して個人が好んですること、楽

しさ感があることなどの自己表現説の特徴を、

つぶさに強調しているからである。

3)第 I章の終わりに、教育や成人教育(生涯

学習)にも触れている。「レクリエーションを

考える時に、成人教育をイメージするに違いな

い。成人教育の中身は同じようなものもあるが、

それとはまったく同一ではない。また教育全般

を考えても、することは同じでもねらいが違う」

(p9) とO こうして似通った領域を考えたが、

レクリエーションを理解させる独自の適切な表

現に至らなかったのである。それは現在も続い

ている。

4) では「現在に近いところの研究者はどのよ

うな立場をとっているのだろう ?Jと、好奇の

心がくすぐられて、手元にある他の文献に目を

通すことになった。 RICHARDKRAUSはパト

ラーを意識しながら(筆者にはそう感じさせる)

「レクリエーションは、現代の社会状況から見

ると、概念や活動形式あるいは経験を超える。

代わりに人々のレジャー需要に応え得る総ての

社会組織に反映されなければならない」

(RECREATION AND LEISURE IN MODERN 

SOCIETY p187、p263、1971)と、少し観点

を異にしている。

また、 MICHAELCHUBBらは「レクリエー

ションは楽しみ方の、ある形式になり得ると考

えられる J(ONE THIRD OF OUR TIME p6 

1981) と。定義付けをしている。註4) これも暖

昧さを免れない。しかし、クラウスはパトラー

の思想を受け継ぎながら、従来の慣習的な定義

付けはさて置き、欠くことのできない杜会組識

の一つ(行政機構)として、より重要な位置づ

けを主張している O

5) このように見てくると、パトラーは、現在

から約 80年前にレクリエーションについて現

在と同じような問題意識を持っていたと言えよ

うo PAAから PRAAへの移行期に青少年時代

を送った彼は、プレイグラウンドに関心を持っ

と共にレクリエーションとは何かについても造

詣を深くしたことは間違えない。したがって彼

のレクリエーション観は、アダムスをはじめ

リーやギューリックの考えを学び、多くの研究

者や実践指導者に指針を与え、後世の研究者た

ちにも、その暖昧さを残しながらも引き継がせ

た。現在も彼と同じような解釈が大勢を占めて

いるようだ。そう見てくると、ごく先見・先進

的な考え方を持っていたと言えよう。恐らくク

ラウスが言っているようなことを、はっきり主

張したかったのであろう O

6)パトラーやクラウスのレクリエーション観

を見ると、やはりアメリカのレクリエーション

は、われわれが既に学んだように、 BOSTON

SANDGARDEN、HULLHOUSEに始まり、そ

れが PLAYGROUND重視に発展してきた経緯

がよく分かる O そしてそれが公園として、子ど

もの遊び場のみならず、大人の遊び広場として

機能してきた。したがって、公園とレクリエー

ションは、ごく密接な関わりをもつことも当然

の帰結と考えられる O いわばレクリエーション

はソフト面、公園はハード面での役割を果たし

てきたのである。この両者が揃って社会組織の

一つ(行政機構)として発展してきた。これも

プレイグラウンドとレクリエーション運動を推

進してきた先駆者たちが、さまざまな領域、た

とえば社会福祉、体育、保健、観光、環境、景

観、造園、文化など、の人たちが互いに協力し

合って一つの新しい分野の進展に力を尽くした

ことにほかならない。

7)蛇足ながら、既に本稿で記したように、パ

トラーは経済学を専攻し、この分野に入った。
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6. パトラーから学ぶこと(むすびに代えて)

(I)アメリカのレクリエーション運動は、プレイ

グラウンド運動の多彩な推進者が努力したことに

よって、レクリエーションと公園緑地が合体して

発展し、地域住民のためのサービス提供が不可欠

な領域になって、必然的に行政機構が関与してき

た。

(2) NATIONAL RECREATION SCHOOL (1926年

設立)というレクリエーション指導者養成を始め

たことによって、当面(約 10年間)の地域指導

者需要は満足された。しかし十分教育された専門

職への期待が益々高まり、大学教育におけるレク

リエーション・公園専門職養成カリキュラム設置

の傾向も本格的となった。最初の設置は 1936年

ニューヨーク大学とみられるが、確証は得られな

かった。ともあれ、現代日本におけるレジャー・

レクリエーションの需要拡大と共に、短期に養成

されたボランティアリーダーに加えて、大学・大

学院での専門教育の必要性が必至であり、その受

け入れ先が、行政機構をはじめ、すべての分野の

中にあると予測される。

(3) 日本の都市公園は、その発達過程では景観鑑

賞が主体であり、動的な活動は禁じられる傾向に

あった。それに加えて日本の行政機構は、従来か

ら言われているように“縦割り行政"である。周

知のように、レジャー・レクリエーション関係は、

各省庁にまたがっている。したがってレクリエー

ションと緑地や公園が引き離されて考えられてき

た。一般の人たちも、両者が緊密な係わりがある

ことも認識されない傾向にあった。パトラーが言

いたかったように、従来までの垣根を取り払い、

近き未来の社会状況へ適切に対応で、きる柔らかい

意識と体制転換が期待される。お節介だが、本学

会も学会員個々人の研究活動推進とともに、こう

した近未来社会への先駆的呼びかけ(学会として)

を期待したい。

(4)周知の通り、この種の歴史的な検討は、本人

に会えることも出来ず、その時代背景も直接触れ

られない。当時の文献類に頼らざるを得ない。注

意したいことは、あくまで、その時代の風に乗っ

ての視点を崩さないことであろう O その時代の実

際を体感していないで、現在の主観からの解釈は、

避けるべきであろう O このことが気になっている

うちに「では、現在のレクリエーション専門職以

外の一般アメリカ人はどうなのだろう?Jという

疑問に取りつかれている自分を見ている心境であ

るO

7.補足

この評論を脱稿した後、“Parks& Recreation" 
の2015年6月号と 2015年の年次大会がラスベガ

スで開催されるための特別付録が山崎律子本学会

常任理事 (NRPA正会員)のもとに送られてきた。

拝借して読んだところ、研究セッション開催の

トップ講義として"GEROGE BUTLER Lecture" 

と題するアアウンスを発見した。ちょうどNRPA

年次大会が 50周年に当たり、パトラーの偉業を

現在の会員に伝える良い機会という NRPAの思

いと時期を同じにしたと嬉しく感じている。講師

は、 PeggyO'Dell氏で全米公園サービス部の管理

運営補佐官の予定とのこと O ちなみに、アメリカ

全体の不況のためか、 NRPA年次大会も縮小傾向

(研究シンポジ、ュームもここ 2・3年中止した)に

あったが、研究セッションへの要望が高くなり、

50周年を機に再開するものと推察される。また

NRPA自体も、かつて持っていたように、より国

際的感覚を持つように期待したい。

註

1)パトラーの本がCOMMUNITYRECREATION 

となっていることについては、アメリカでは

公園・レクリエーション関係は、行政機構の

中に入っていて、その対象は主に地域住民で

ある。したがってサ}ピス提供の観点からは

PUBLlC、対象からの観点では COMMUNITY

と表現されている。日本語では、公共レクリ

エーション、地域レクリエ}ションと訳され

ていても同じ問題を扱っている。

2) CHARLIE E. HARTSOE編 PROFILESIN 

LEADERSSHIP p27，NRPA， 2009，JOSEPH J. 

BANNONの著作。 ハートソーとパノンは来

日している O また筆者らの知友でもある。

3 )パトラーは、 1960年に PLAYGROUND:

THEIR ADMINISTRATION AND OPERATION 

も執筆している O
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<評論>

オリンピックとレクリエーション

師岡文男 1

Olympic Movement and Recreation 

Fumio Morooka 1 

「スポーツを通じて幸福で豊かな生活を営むこ

とは、全ての人々の権利である」を前文に掲げた

スポ)ツ基本法が 2011年に制定され、 2020年に

は東京で再びオリンピック・パラリンピック競技

大会が開催されることになった。いままで、オリ

ンピックはエリート競技者だけの世界であり、レ

クリエーションとは違う世界と思われてきたが、

それは大きな間違いである o rオリンピック憲章j

(2013年改定)には「スポーツをすることは人権

の1つである。すべての個人はいかなる種類の差

別も受けることなく、オリンピック精神に基づき、

スポーツをする機会を与えられなければならな

いJ(日本オリンピック委員会 (JOC)訳)とオリ

ンピズムの根本原則が記されており、「スポーツ・

フォー-オールの実現」が国際オリンピック委員

会 (IOC) の役割として明記されている。オリン

ピック競技大会は、その目標の実現のために世界

中の人々の関心を集めるためのシンボル的イベン

トなのである o IOCが2014年 11月に決議した中

長期改革「オリンピック・アジェンダ 2020Jの

提言 6-2で、 30歳以上あれば誰でも参加できる

ワ}ルド・マスターズ・ゲームズをオリンピック

競技大会の後に同じ開催地で開催することを検討

することを記していることも、そのことを明確に

示している O

そもそも、 sportの語源は、紀元前5世紀頃の

deportareというラテン語であり、「普段と違うと

ころに心と身体を運ぶ」という意味である。国語

辞典や英和辞書に「運動競技」や「遊戯・競争・

肉体的鍛錬の要素を含む身体運動の総称」の他に、

「気晴らしJI慰みJI暇つぶしJIふざける」など

1 上智大学 Sophia University 

の意味が記されていることを知る人は少ないであ

ろう。正に「レクリエーション」と同じ意味をも

っ言葉なのであるo IOCが承認しているスポーツ

の中には「チェス」ゃ「ブリッジJが入っており、

身体能力ではなく頭脳を競う「マインドスポーッ」

というジャンルが存在しているのである o JOCも

加盟しているアジア・オリンピック評議会 (OCA)

が主催するアジア・インドア・マーシャルアーツ

ゲームズの競技のなかにチェスや囲碁が入ってい

ることも「スポーツが嫌いな人はそもそも存在し

ない」ことを示しており、競技として楽しむこと

も、勝敗にこだわらずに楽しむこともスポーツで

あり、レクリエーションなのである O

「参加することに意義がある」というクーベル

タンの言葉も、オリンピック憲章第 57条に IIOC

とOCOG(五輪競技大会組織委員会)はいかな

る国別世界ランキング表も作成しではならない」

と記されていることも、オリンピックが世界ーを

競う競技大会でありながら、勝利至上主義や国粋

主義に陥ることを戒め、「人間の尊厳の保持に重

きを置く平和な社会」を目指すことを目的として

いることを明らかにしている O

こうしたオリンピック本来の目的の実現を支援

するために、 1932年ロスアンゼルス五輪の 1週

間前に第 I回世界レクリエーシヨン会議が開催さ

れ、 1964年東京五輪の前にも同会議が京都・奈

良で開催されている。

2020年東京五輪のレガシーの 1つとして掲げ

られている、週 I度スポーツする成人人口を

65% (東京都は 70%) にすることも、日本国民

がオリンピックとレクリエーション、スポーツと
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レクリエーションの関係を正しく認識することが 6. 人種、宗教、政治、性別、その他の理由によ

鍵になると思われる。 る、固または個人に関する差別はいかなる形

態であれ、オリンピック・ムーブメントと相

<参考資料> 容れない。

オリンピック憲章 (2013年9月9日から有効)
7. オリンピック・ムーブメントの一員となるに

は、オリンピック憲章の道守およびIOCに

<オリンピズムの根本原則> よる承認が必要で、ある。

1 オリンピズムは肉体と意志と精神のすべての

資質を高め、バランスよく結合させる生き方 <第 57条 入賞者名簿>

の哲学である O オリンピズムはスポーツを丈 IOCとOCOGは国ごとの世界ランキングを作

化、教育と融合させ、生き方の創造を探求す 成してはならない。 OCOGは各種目のメダル獲

るものである。その生き方は努力する喜び、 得者と、賞状を授与された選手の氏名を記す入賞

良い模範であることの教育的価値、社会的な 者名簿を作成し、メダル獲得者の氏名をメーンス

責任、さらに普遍的で根本的な倫理規範の尊 タジアム内の目立つところに、恒久的に展示する

重を基盤とする。 ものとする O

2. オリンピズムの目的は、人間の尊厳の保持に

重きを置く平和な社会を奨励することを目指 < IOCの使命と役割>

し、スポーツを人類の調和の取れた発展に役 IOCの使命は世界中でオリンピズムを奨励し、

立てることにある。 オリンピック・ムーブメントを主導することであ

3. オリンピック・ムーブメントは、オリンピズ るO

ムの価値に鼓舞された個人と団体による、協 IOCの役割は以下の通りである。

調の取れた組織的、普遍的、恒久的活動であ l.スポーツにおける倫理の重要性と優れた統

る。その活動を推し進めるのは最高機関の 治、またスポーツを通じた青少年教育を奨励

IOCである。活動は 5大陸にまたがり、偉大 し支援することである O さらに、スポーツに

なスポーツの祭典、オリンピック競技大会に おけるフェアプレー精神の確立および暴力の

世界中の選手を集めるとき、頂点に達する。 撲滅に向けて努力する。

そのシンボルは 5つの重なり結びつく輪であ 2 スポーツと競技大会の組織運営、発展および

るO 調整を奨励し支援する。

4. スポーツをすることは人権の 1つである。す 3. オリンピック競技大会の定期的な開催を保証

べての個人はいかなる種類の差別も受けるこ する。

となく、オリンピック精神に基づき、スポー 4. スポーツを人類に役立て、平和を推進するた

ツをする機会を与えられなければならない。 め、権限を有する公的または私的な組織およ

オリンピック精神においては友情、連帯、フェ ぴ行政機関と協力する。

アプレーの精神とともに相互理解が求められ 5 オリンピック・ムーブメントの結束を強め、

る。 その独立性を守り、スポーツの自律性を保護

5. スポーツ団体はオリンピック・ムーブメント するために行動する。

において、スポーツが社会の枠組みの中で営 6. オリンピック・ム}ブメントに影響を及ぼす、

まれることを理解し、自律の権利と義務を持 いかなる形態の差別にも反対し、行動する。

つO 自律には競技規則を自由に定め管理する 7. 男女平等の原則を実践するため、あらゆるレ

こと、自身の組織の構成と統治について決定 ベルと組織において、スポーツにおける女性

すること、外部からのいかなる影響も受けず の地位向上を奨励し支援する。

に選挙を実施する権利、および、良好な統治の 8. スポーツにおけるドーピングに反対する戦い

原則を確実に適用する責任が含まれる O を主導する O



9. 選手への医療と選手の健康に関する対策を奨

励し支援する。

10. スポーツと選手を政治的または商業的に不適

切に利用することに反対する。

11 スポーツ団体および公的機関による、選手の

社会的、職業的将来を整える努力を奨励し、

支援する。

12. スポーツ・フォア・オールの発展を奨励し支

援する。

13. 環境問題に対し責任ある関心を持つことを奨

励し支援する。またスポーツにおける持続可
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能な発展を奨励する。そのような観点でオリ

ンピック競技大会が開催されることを要請す

るO

14. オリンピック競技大会の有益な遺産を、開催

固と開催都市が引き継ぐよう奨励する。

15. スポーツと丈化および教育を融合させる活動

を奨励し支援する。

16. 国際オリンピック・アカデミー (IOA)の活

動およびオリンピック教育に取り組むその他

の機関の活動を奨励し支援する。
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日本レジャー・レクリ工ーション学会会則

〈第 1章総則〉

43 

第1条本会を日本レジャー・レクリエーション学会(英語名:Japan Socienty of Leisure and Recreation 

Studies) という。

第2条 本会の目的は、レジャー・レクリエーションに関する調査研究を促進し、レジャー・レクリエー

ションの普及・発展に寄与する。

第3条本会の事務局は、東京都世田谷区桜正 1-1 -1 東京農業大学地域環境科学部造園学科観光

レクリエーション研究室内に置く O

〈第2章事業〉
第4条 本会は第 2条の目的を達するため、次の事業を行う O

(1)学会大会の開催

(2) 研究会・講演会等の開催

(3) 学会誌の発行ならびにその他の情報活動

(4) 研究の助成

(5) 内外の諸団体との連絡と情報の交換

(6) 会員相互の親睦

(7) その他本会の目的に資する事業

第5条学会大会は、毎年 1回以上開催し、研究成果を発表する。

〈第 3章会員〉
第6条 本会は正会員の他、賛助会員、購読会員、学生会員、および名誉会員を置くことができる。

(1)正会員は第 2条の目的に賛同し、正会員の推薦および、理事会の承認を得て、規定の入会金お

よび会費を納入した者とする O

(2) 賛助会員は、本会の事業に財政的援助をなした者で理事会の承認を得た者とする。

(3) 購読会員は、本会の学会誌を購読する機関・団体とする。

(4) 名誉会員は、本会に特別に貢献のあった者で、理事会の推薦を経て総会で承認された者とする。

(5) 学生会員に関しては、別に定める。

第7条 会員は、本会の編集・発行する学会誌等の配布を受け本会の営む事業に参加することができる。

第8条 会員にして会費の納入を怠った者および会の名誉を段損した者は、理事会の議を経て会員として

の資格を停止されることがある O

第9条 会員は原則として、いずれかの支部に所属するものとする。

〈第 4章役員〉
第 10条 本会を運営するために、役員選出規則により正会員の中から次の役員を選ぶ。理事 25名以上

30名以内(内会長 l名、副会長若干名、および理事長 1名)、監事2名

第 11条会長は、本会を代表し、会務を総括する O

2. 副会長は、会長を補佐し、会長に事故がある時、または会長が欠けたときは、会長が予め指名

した順序により会務を代行する。

3. 理事長は、理事会を総括し、理事は会務を執行する。

4. 監事は、会計および会務の執行状況について監査する。
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第 12条役員の任期は 3年とする。但し、再任を妨げない。役員の選出についての規則は別に定める。

第 13条 本会に名誉会長および顧問を置くことができる。

2. 顧問は、本会の会長または副会長であった者および本会に功労のあった者のうちから理事会の

推薦により会長が委嘱する。

〈第 5章会議〉
第 14条本会の会議は、総会および理事会とする。

第 15条 総会は、毎年 I回開催し本会の運営に関する重要事項を審議決定する。

総会は、会長が招集し、当日の出席正会員をもって構成する。

議事(会則改正を除く)は、出席者の過半数をもって決定される。

第 16条 理事会が必要と認めた場合、もしくは正会員の 1/3以上の開催請求があった場合、臨時総会

を聞くことができる O

第17条理事会は理事長が招集し、幹事若干名および事務局員を選出し、会務を処理する O 理事会は、

運営の円滑化をはかるため、常任理事会を置くことができる。

〈第 6章 支部および専門分科会〉
第18条 本会の事業を推進するために、支部ならびに専門分科会を置くことができる。

支部ならび、に専門分科会についての規則は別に定める。

〈第 7章会計 〉
第四条 本会の経費は、会費、寄付金およびその他の収入をもって支弁する。

第20条会員の会費は次の通りとする。

(1) 入会金 2.000円(学生会員の申込者は免除)

(2) 正会員年度額 8，000円

(3) 賛助会員 ク 20，000円以上

(4) 購読会員 タ 8，000円

(5) 学生会員 ク 正会員の半額

第21条 本会の会計年度は毎年 4月に始まり、翌年 3月に終わる。

附則
1.本会の会則は、総会において出席正会員の 2/3以上を得た議決により変更することができる。

2.本会則は、昭和 46年3月21日より施行する。

附則
本会則は、昭和 46年 3月21日より一部改訂する。

本会則は、昭和 51年 5月 1日より一部改訂する。

本会則は、昭和 55年 5月11日より一部改訂する。

本会則は、昭和 56年 11月 8日より一部改訂する。

本会則は、昭和 57年 6月12日より一部改訂する。

本会則は、昭和 58年 10月30日より一部改訂する。

本会則は、昭和 59年 6月 9日より一部改訂する O

本会則は、昭和 62年 10月 17日より一部改訂する。

本会則は、平成 3年 11月 10日より一部改訂する。



本会則は、平成 5年10月17日より一部改訂する。

本会則は、平成 8年 11月24日より一部改訂する。

本会則は、平成 10年11月23日より一部改訂する。

本会則は、平成 17年12月10日より一部改訂する O

本会則は、平成 18年 12月 3日より一部改訂する。

本会則は、平成 21年11月29日より一部改訂する。

本会則は、平成 23年11月20日より一部改訂する。

45 
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日本レジャー・レクリ工ーション学会

理事会の運営に関する規程

昭和 57年 6月12日制定

昭和田年 10月30日改訂

平成 7年 12月10日改訂

平成 11年 4月26日改訂

平成 24年 11月 18日改訂

1.会則第 17条の規定により、理事会の運営は、会則に定められているほか、この規程に基づいて行うも

のとする O

2.理事会は、原則として年に 1回以上開催するものとし、理事長がその議長となる。

3.理事会の招集に当たっては、書面によって付議事項を明示しなければならない。

4.理事会は、理事の過半数の出席により成立し、議決は出席者の 2分の l以上の賛成を必要とする。

ただし、表決に当たっては、予め書面(署名捺印)を以って当該議事に対する意向を表示した者を、

出席者とみなす。

5.常任理事会の構成および業務は次のとおりとする。

(1)常任理事会構成員は若干名とする。

(2)常任理事会は、理事会の決定の方針にもとづき、日常業務の執行にあたる。

(3)常任理事会の議事録(概要)はできるだけすみやかに各理事に送付するものとする。

6.理事会は、業務を遂行するために次のような専門委員会を置く

(1)総務、 (2)財務、 (3)研究企画、 (4)編集、 (5)Web、(6)広報渉外、 (7)国際、 (8)学会賞選考

また専門委員会の委員は、理事会の承認を得て必要により会員の中から委嘱することができる。ただ

し当該専門委員の理事会への出席はで、きない。

7.理事会には、専門的に研究、調査および審議を必要とするような場合には、特別委員会には、理事以

外の適任者を委嘱することができるがその人選は理事会の承認を必要とする。

8.その他理事会の運営に必要な事項は、理事会で決定することができるものとする O



日本レジャー・レクリ工ーション学会

専門分科会設置に関する規程
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昭和 57年 6月 12日制定

平成 7年12月10日改訂

1.会則第 18条規定により、本会会員が専門分科会を設置しようとする場合は、この規程に基づいて行う

ものとする O

2.専門分科会の設置は、原則として研究分野を同じくする本学会正会員 20名以上の要請があった場合と

する O

3.専門分科会の設置を求めようとする正会員は下記により本学会会長に申請するものとする。

1.設立経過および主旨 2.名称

3.発起人代表者 4.発起人名簿

5.連絡事務所 6. その他

4.専門分科会は次の事項について各年度こ、とに本部に報告する。

1.活動状況の概要 2.その他必要と認められる事項
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日本レジャー・レクリ工ーション学会

支部に関する規程

昭和 56年 11月 8 日制定

1.本学会会員が、支部を設けようとする場合には、下記により、本学会会長に申請し、理事会の議を経

て総会の承認をえるものとする。

1.設立の経過概要

3.支部長および役員

2.名称

4.会則

5.会員名簿 6. その他

2.各支部の運営は、本部との関係については本規程に従って行われるが、その他の事項については各支

部規則においてこれを定めるものとする。

3.支部は原則として隣接する地域に在勤または在住する本会正会員 20名以上をもって構成する。

4.支部運営のため経費は支部会費によって賄うものとする。支部会費の額は各支部毎に決定するものと

する O

5.支部の次の事項について各年度ごとに本部に報告する。

1.役員の変更 2.活動状況の概要

3. その他必要と認められる事項
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日本レジャー・レクリ工ーション学会 役員選出細則設置の趣旨

“学会の活性化"と“学会の継続性"とのバランスから、次の項目について配慮した:

1) 理事役員の半舷上陸という観点から、理事総数の半数にあたる 15名を正会員による直接選挙(順位

標記の 5名連記による無記名投票)とした

2) 改選前理事 10名を、現行理事会での互選とした

3) 学会運営の強化を計るために、理事長推薦理事5名以内を設けた

4) 会長、副会長、監事は、選挙後初めての理事会で選出することとした

5) 会長、副会長は理事以外からの選出ができることとした

6) 理事長は、新役員に選出された理事 (25名)により、選挙後初めての理事会で互選により選出する

こととした

7) 被選挙権及ひ、理事就任については、辞退を認めた

8) 役員の欠員に対し、補充選挙は行わないこととした

(会長については本則に従い、理事については補充選挙は行わない)

9) 選挙管理委員会を設置し、その委員会 (5名)の推薦を理事会とした

10)会則の改正(第 10条)を必要することとなった

11)学会の活性化の側面的効果として、選挙権(人)及び被選挙権(人)の確認事項により、正会員に手

続きの明確化をはかった(会費手続き期日の指定)
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日本レジャー・レクリ工ーション学会役員選出細則

(趣旨)

第 1条 この細則は、会則第 12条に規定する役員の選出に関し、必要な事項を定める。

(選出の時期)

第2条 すべて役員の選出は、その任期の前年のうちに行わなければならない。

(選出の種別と人数)

第3条 この細則により選出される役員の種別と人数は、会則第 10条の規定により次の通りとする O

(1)会長 l名

(2) 副 会長 若干名

(3) 理 事 25名以上 30名以内

(4)監事 2名

(資格の制限)

第4条 選挙権、被選挙権は、選挙実施前年の 12月31日までに正会員としての資格を有し選挙実施年の

6月30日現在、当該年度の会費を納めている正会員とする O ただし 6月30日以降に正会員の資

格を失った者を除く。

2 被選挙権の辞退は認めるが、あらかじめ選挙管理委員会に文書で選挙公示後 10日以内に届け出

るものとする。

(選出の形態)

第5条 会長、副会長、監事、現行理事から選出される理事(以下「改選前理事」という。)及び理事長

推薦理事を除く役員は、正会員の直接選挙により選出する。

(選出の方法)

第6条役員の選出方法は、次の通りとする。

(1)会長、副会長、監事は、初めての理事会において選出する。

(2) 理事のうち、新理事 15名を正会員による順位標記の 5名連記で、郵送による直接無記名

投票とし、改選前理事 10名を現行理事会での互選とし、新理事長による推薦理事5名以

内を新理事長の任命によって選出する。

2 会長、副会長は、理事以外からの選出ができる。ただし理事以外から選出された会長、副会長は、

就任と同時に速やかに会則第 10条の規定により理事となる。

3 改選前理事は、新理事の選挙の前に選出し公表する。改選前理事に選出されない現行理事も細則

第4条の規定を満たす限り新理事としての被選挙権を有する O

4 理事長は、新役員に選出された理事 (25名)による初めての理事会での互選によるO

(投票の有効性)

第7条投票のうち次のものは、無効とする。

(1)規定用紙以外のもの

(2) 定数を越えて記入したものは、その区分全部

(3) 氏名以外の文字または記号を記入したものは全部
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(当選の決定)

第 8条 選挙による新理事(15名)の決定は、有効投票の最多得票者から 15名とする。ただし同点者が

ある場合は、順位標記による総得点の高得点者とし、なお同点の場合は順次高順位ごとの得票数

の多い者とする。

理事就任時に辞退者があるときは、次点者を繰り上げる O 次点者に同点者があるときも同じ得点

の算定による。順位ごとの得票数によっても同点のときは選挙管理委員会で推薦決定する。

2 順位標記による得点の算定は、高順位 l位を 5点とし順次下位を減数し 5位を 1点として積算す

る。

(辞退の届出)

第9条 選挙により選出された新理事が、その就任を辞退しようとする時は、通知が到着した日から 5日

以内に正当な理由を示して選挙管理委員長に届け出なければならない。

(補充選挙)

第 10条任期途中において役員に欠員が生じても、補充選挙は行わない。

(選挙管理委員会)

第 11条 役員(会長、副会長、監事、改選前理事、理事長推薦理事を除く)の選挙を実施するため、選

挙管理委員会(以下「委員会」という。)を置く。

2 委員会は、 5名をもって構成する。

3 委員の選出は、理事会の推薦による。

4 委員の任期は、当該役員選挙年度の 5月1日から次期役員選挙年度の 4月30日までの 3年間と

する。

5 委員会に委員長を置く O 委員長は、委員の中から互選する。委員長は、この細則にしたがって

選挙を執行する責任と権限を持つものとする。

6 委員会は、投票の期日、方法等を選挙の 1ヵ月以前に、公示しなければならない。

7 委員会は、順位区分(1位-5位)を明らかにした氏名記入用投票用紙を作成する。

8 委員会は、被選挙人名簿及ぴ投票用紙を、選挙の 14日以前に正会員届け出住所に送付しなけれ

ばならない。

9 委員会は、投票数が決定したとき投票数順に上位 30位までの一覧表を作成し確認印を押し、そ

の結果を公示するとともに、理事会に報告する。

(細則の改廃)

第 12条 この細則の改廃は、理事会の過半数の賛成を得て総会の議決による O

2 この細則の変更は、会則の変更に準ずるものとする。

附則

1 この細則は、平成 10年度の役員改選から適用する。

2 この細則は、平成 8年 11月24日から施行し、従来の役員選出内規及び申し合わせ事項は廃止

する。

附則

この細則は、平成 18年 12月3日から一部改訂する。
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日本レジャー・レクリ工ーション学会

現行理事会から選出される理事の選出に関する申し合わせ

(趣旨)

第 I条 本学会の役員選出細則第 6条第 1項第 2号の規定により現行理事会から選出される理事(以下「改

選前理事」という。)の選出にあたり、この申し合わせを定める。

(選出の時期)

第2条 改選前理事の選出は、役員改選前年度の最初に開催される理事会以前とする。

(選出の形態)

第3条 改選前理事の選出の形態は、現行理事による直接選挙とする O

(選出の方法)

第4条 改選前理事の選出の方法は、現行理事による順位標記の 10名連記で、郵送による直接無記名投

票による。

(投票の有効性)

第5条投票のうち次のものは、無効とする O

(I)規定用紙以外のもの

(2) 定数を越えて記入したものは、その区分全部

(3) 氏名以外の文字または記号を記入したものは全部

(当選の決定)

第6条 改選前理事の当選の決定は、改選前理事選出理事会(役員改選前年度の最初に開催される理事会)

において郵便投票を開票し決定する。

2 改選前理事 00名)の決定は、有効投票の最多得票者から 10名とする。ただし同点者がある場

合は、順位標記による総得点の最高得点、者とし、なお同点の場合は順次高順位ごとの得票数の多

い者とする。

理事就任時に辞退者があるときは、次点者を繰り上げる。次点者に同点者があるときも同じ得点、

の算定による O 順位ごとの得票数によって同点のときは、役員改選前年度の最初に開催される理

事会において、出席者の投票により決定する。

3 順位標記による得点の算定は、高順位 1位を 10点とし順次下位を減数し 10位を 1点として積算

する。

(選挙管理)

第7条選挙管理事務は、事務局が行う。

附則

(施行期日)

1.期日の申し合わせは、平成 10年度の役員改選から適用する O

2. この申し合わせは、平成 9年5月26日から施行する。

3. 第2条の規定に関わらず、平成 10年度の役員改選に伴う改選前理事の選出の時期は、役員改選前

年度の最初に開催される理事会以前でなくてもよいものとする。
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日本レジ、ヤー・レクリ工ーション学会

新役員に選出された理事(25名)による理事長の選出に関する申し合わせ

(趣旨)

第 1条 本学会の役員選出細則第 6条第4項の規定により選出される理事長の選出にあたり、この申し合

わせを定める O

(選出の時期)

第2条 理事長の選出は、現行会長により招集される役員改選後の最初に開催される理事会(以下「新理

事会」という。)において互選する。

2 理事長が選出されるまでは、新理事会の議長は現行会長が暫定議長となる。

(選出の方法)

第3条 理事長の選出の方法は、現行会長及び会長、副会長、監事の選出に関する申し合わせ第 2条によ

り構成されている候補者選定委員会の意見を聴収し審議・決定する。

附則

(施行期日)

しこの申し合わせは、平成 10年度の役員改選から適用する。

2. この申し合わせは、平成 9年5月26日から施行する O
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会長、副会長、監事の選出に関する申し合わせ

(趣旨)

第 1条 本学会の役員選出細則第 6条第 1項第 1号の規定により選出される会長、副会長、監事の選出に

あたり、この申し合わせを定める。

(候補者の選定)

第2条 会長、副会長、監事の候補者の選定は、役員改選後の最初に開催される理事会(以下「新理事会」

という。)以前に、現行の会長、副会長、理事長、及び常任理事会で選任された常任理事若干名

を含む 7名により候補者選定委員会(以下「委員会」という。)を構成し、それぞれ複数の候補

者を選定する O

2 委員会は現行会長が招集し、委員長は初回の委員会において互選とし、委員長が議長となり以後

の委員会を必要に応じ招集する O

(候補者の推薦)

第3条 会長、副会長、監事の候補者の推薦は、委員会が新理事会に推薦する O

(選出の形態)

第4条 会長、副会長、監事の選出の形態は、委員会の報告に基づき新理事会により審議・決定する。

(選出の方法)

第5条 会長、副会長、監事の選出の方法は、最初の新理事会において新理事による単記の直接無記名投

票による O

2 新理事が最初の新理事会に欠席する場合は、前項の投票は郵便による投票ができる O

(当選の決定)

第6条 会長、副会長、監事の当選の決定は、それぞれ有効投票の最多得票者からとする。ただし同点の

場合は、委員会の推薦により決定する。

附則

(施行期日)

1. この申し合わせは、平成 10年度の役員改選から適用する O

2. この申し合わせは、平成9年5月26日から施行する O
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日本レジャー・レクリエーション学会

役員選出方法及びプロセス(図説)

1 1 

〔注〕図説中の①~⑤の数字は、新役員の選出される順序を示す。

新役

役員の種別

新理事長

理事25名による互選

a
I
I
I
-
L
 

ム、
-;z;s正

理事 25名による推薦

事理新
選出母体及び

墨血亙韮

[会長、副会長、監事選出投票用紙[c ]J 
学会会則第10条及び第12条、役

員選出細則第6条第1項第1号、会
長、副会長、監事の選出に関する申
し合わせ第5条第1項及び第2項、
の各規定による会長(1名)、副会長
(若干名)、監事(2名)の選出投票用
紙[c ](無記名単記)

〈各役員選挙投票用紙〉

[新理事選出投票用紙[b ]] 

学会会則第10条及び第12条、
役員選出細則第6条第l項第2号、
の各規定による正会員による新
理事15名の選出投票用紙[b 1 
(順位標記の5名速記)

[改選前理事選出投票用紙[a ] ] 
学会会則第10条及び第12条、役員

選出細則第6条第1項第2号、現行理
事から選出される理事の選出に関す
る申し合わせ第4条、の各規定による
「改選前理事J10名の選出投票用紙
[ a 1 (順位標記の10名連記)

会長3. 

5. 

副会長

監事
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¥
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¥
一
〆
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¥
一
〆
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-

〆
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〆
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4. 

6. 

7. 

8. 

9. 

10. 
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1. 投稿資格

「レジャー・レクリエーション研究」投稿規程

昭和 46年 3月21日制定

昭和 57年 6月 12日改訂

昭和 58年 7月 1日改訂

平成元年 2月 2日改訂

平成 8年 4月 1日改訂

平成 15年 2月 8日改訂

平成 20年 11月29日改訂

平成 24年 11月 18日改訂

本誌に寄稿できる原稿の筆頭著者は、本学会々員に限る。但し、編集委員会が認めた場合は、この限り

でない。

2.著作権

(1)投稿された原稿の著作権は日本レジヤ}・レクリエーション学会に帰属する。

(2) 日本レジャー・レクリエーション学会(以下、甲とする)は、個別の〔共〕著者(以下、乙とする)

に対し、甲が著作権を有する著作物『レジャー・レクリエーション研究Jのうち、乙の執筆になる

論文等を以下の態様で利用すること(乙自身による利用、乙の所属する機関、ないし当該論文等の

執筆に関わり乙に研究助成を行った団体による利用であって、かつ非営利の学術的目的の利用に限

る。)を許諾する。

1)複製

2) 自動公衆送信その他の公衆送信(技術等の進歩により将来生じうる送信態様を含む)

ただし、上記規定 i2)Jにかかわらず、甲は著作権を放棄するものではない。したがって、甲自

身による自動公衆送信その他の公衆送信(技術等の進歩により将来生じうる送信態様を含む)を妨

げない。

3.原稿種類と審査

(1)原稿に用いる言語は原則として、和文もしくは英文とする O 但し、編集委員会が認めた場合は、こ

の限りでない。

(2) 原稿の種類は、レジャー・レクリエーションを対象とした研究領域における総説、原著、研究資料、

実践研究、評論、その他とし、他誌に未投稿、未発表のものに限る。なお、上記のうち総説、原著、

研究資料、実践研究は、編集委員会が依頼する複数の査読者による審査を経た学術論文である。

(3) 原稿の定義は以下の通りである。

1)総説とは、レジャー・レクリエーションを対象とした研究領域に関わる特定のテーマを、文献レ

ビューなどに基づいて大局的かつ客観的に総括したものO

2) 原著とは、客観性、論理性、普遍性を備えた学術的価値の高い内容を持つオリジナルな研究成果

をまとめたものO

3) 研究資料とは、学術的な資料性が高い研究成果などで、客観性・論理性・普遍性などに検討の余

地が残されているものの、速報性等があり公表する価値が認められるもの。

4) 実践研究とは、実践的な事例調査をまとめた研究成果などで、客観性・論理性・普遍性などに検

討の余地が残されているものの、速報性等があり公表する価値が認められるものO



57 

5) 評論とは、ある特定の事項に関する評価、善悪、優劣などを批評し論じたもの。

6) その他の原稿とは、書評や紹介記事、用語解説、シンポジウム・講演会の記録などで、編集委員

会が掲載を認めたもの。

(4) 原稿の長さは、原則として、総説、原著については刷り上がり 12ページ以内、研究資料、実践研究、

評論については同 6ページ以内とする(1ページは 2.016字に相当)。ただし、やむを得ない場合に

は規定ページ数の1.5倍まで認める。その他の原稿については、編集委員会で認められたページ数

とする。

(5) 原稿の採否および、掲載時期については、編集委員会が最終的な決定を行う。なお、学術論文の採否

については、査読者による審査結果に基づく。

(6) 大会発表論文集への投稿規定は別に定める。

4.原稿の提出

(1)原稿の提出にあたっては以下に従うこと O

1)投稿原稿は、別に定められた原稿作成要領に従い、原文の鮮明なコピー 3部を提出する。原丈は、

郵送事故などに備えて投稿者が保管する。

2) 投稿原稿は、各部ごとに、標題、抄録(総説、原著、研究資料、実践研究の場合)、本文(註・

文献を含む)、図(写真を含む)、表の順にまとめ、ダブルクリップ等で留めて提出すること O

3) 原稿の郵送は簡易書留や宅配便など、配達記録が証明できる方法で行う O 本学会ならびに編集委

員会は、郵送事故には責任を持たない。

4) 提出先は、別途これを定める。

5) 原稿および図表は原則として返却しない。

6) 投稿の際には、本誌掲載の「レジャー・レクリエーション研究 投稿票」に必要事項を記入し、

投稿原稿と合わせて 1部提出する。なお、投稿票にコピーを用いても構わない。

5.費用

(1)審査料・掲載料は原則として無料とするが、次の場合には投稿者にその実費を負担してもらうこと

がある O

1)カラー印刷など特殊な印刷を要したり、分量が規定を超過する場合など。

2) 別刷を必要とする場合。別刷りは 50部までは無料とするが、それ以上必要な場合には 50部単位

で購入できる O

6.その他

(1)原稿の作成に当たっては、別に定める原稿作成要領に従う O

(2) その他、当規程の問い合わせは、学会事務局宛に行う O

原稿提出先 (2014年 4月，..，)

干152-0031

東京都目黒区中根 1-2-7-401

株式会社余暇問題研究所

(日本レジャー・レクリエーション学会編集委員会)

山 崎律子宛

TEL:03-5726-0732 
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「レジャー・レクリエーション研究」原稿作成要領

(平成 15年2月8日制定)

1.原稿の作成

(1)原稿は、原則としてワードプロセッサーなどを使用し、下記にしたがって作成すること O

1)用紙は A4判を縦長に使用し、横書きで作成すること。

2) 書式は、和文の場合には 1頁に 800字詰め (25字x32 ql')、欧丈の場合にはダブルスペース

(30行)とするO また、それぞれ左 40mm、右 80mm、上下 30mm程度の余白を残すこと。

3) 欧文、数字、小数点、および斜線(!)は半角文字を使用すること O

4) 句読点は、マル (0)およびテン(、)を使用すること。

(2) 原稿の採用決定後に、フロッピーテゃイスク等に保存された文章ファイルの提供を要請する。

(3) 手書きで原稿を作成する場合には、 400字詰め原稿用紙 (20字x20行)を用いること O

2.原稿の体裁

(1)投稿原稿は、①標題、②抄録、③本文(註・文献を含む)、④図、⑤表の順番で体裁を整える。

1)標題頁には、①原稿の種類、および②タイトル(和文・英文の両方)を記入する。この頁に著者

名や所属などは一切記入しない。

2) 抄録頁には、総説・原著論文・研究資料・実践研究では、英文投稿・和文投稿にかかわらず、英

文抄録 (250語程度)と和文抄録 (500字以内)添える。これらは、刷り上がり時に本文と一緒

に印刷されるO 評論および、その他の原稿については抄録は必要ない。

3) 本文頁には、本文・註・文献などを記入する。なお、本丈の作成にあたっては以下の点に留意す

ること。

①本文の中央下に頁番号を記入する。

②本文の左側に、可能な限り、 5行おきに行番号を記入する O

③母国語ではない言語による投稿では、投稿前にネイティブによる文章校聞を受ける。

④和文原稿では必要以上の専門外来語の使用を控える。用いる場合は、片仮名書きとする O

⑤見出し記号を用いる際は、大見出しから順に、1.、 2. …、(1)、 (2) …、 1)2) …、①、②…、

とする。

⑥学術用語は、学術会議制定の用語に準じ、度量衡単位は SI単位 (m、cm、mm、kg、g、mgな

ど)とする。

⑦本文中の文献表記は、引用箇所の後に、九 2)4)ペ5-7)のように、該当する文献番号を上付き

にする。註をつける場合も同様にする。

⑧本文欄外に図表の挿入箇所を朱筆により明示する。

⑨謝辞、および付記(研究費交付等)は本文の末尾におく。

⑩註は、本文の末尾と文献の聞に、註1)、註2) …というように番号順に一括して記載する。

⑭文献は、筆頭著者の姓のアルファベット順に並べるか、ないしは引用順に、 1)、2)、3) …と

通し番号を付ける O
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⑫文献の記載方法は以下を参考にする。

<学術誌・雑誌の場合>

著者名、論文名、雑誌名 巻号:頁数(始頁ー終頁)、西暦年号 の順

[例1]西野仁・知念嘉史、 ESM(経験標本抽出法)を用いた日常生活におけるレジャー行動研

究の試み、レジャー・レクリエーション研究38: 1-15、1998

[1JU 2J Eeva Karjalainen and Liisa Tyrvainen， Visualization in forest landscape prefence research: a 

Finnish perspective， Landscape and Urban Planning 59 (1)・ 13-28，2002

<単著などの場合>

著者名、書名、発行社、発行地:頁数(始頁ー終頁)、西暦年号 の順

[例 3Jヨゼフ・ピーパー(稲垣良典訳)、余暇と祝祭、講談社、東京:120pp、1988

t例 4JSimon Bell， Element ofvisual design in the landscape， E & FN Spon， London， 11-30， 1933 

<共著書などの場合>

著者名、論文名、(編集者名、「書名」、発行社、発行地)、頁数(始頁ー終頁)、西暦年号 の順

[例 5J下村彰男:リゾート景観の保全と創造、(日本造園学会編、「ランドスケープの計画」、技

報堂出版、東京)、 217-227、1998

[例 6JRichard Broadhurst and Paddy Ha汀op，Foerst tourism: Putting policy into practice in the Forestry 

Commission， (In Xavier Font and John Tribe Eds.， Forest tourism and recr巳ation，CABI publishing， New 

York)，183四 199，1999 

4) 図・表の作成にあたっては以下の点に留意すること O

①図・表は、それぞれ 1点につき 1枚の用紙を使用する O

②表は、表1、Table2のように通し番号を付け、題名を表の上部に記載する。

③図は、図 3、Fig.4のように通し番号を付け、題名を図の下部に記載する O

④図表の作成にあたっては、刷り上がり時の巾 (2段にまたがる場合は横幅最大 14cm、1段の

場合は 6.5cm)、および縮尺を考慮し、明瞭に作成する。

⑤写真を掲載する者は、原稿の採用決定後に EL版以上の紙焼き写真を提出する。

喧採用決定後、オリジナルの図表を提出する際には、裏面に、図表の番号、上下の印、および筆

頭著者名を鉛筆で薄く書き込んでおく O

⑦特殊なオリジナル図表は、 トレーシングペーパーをかけるなどして、できるだけ汚損対策を施

す。
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レジャー・レクリ工ーション研究 投稿票

ふ f) ;j" tt 

道議事活A$

郵便送付先

T 

JAM活 TEL 

E-mail 

タグ外ノル

~*著:$

J'J'~CÄ湧厚

θ宅fx;要'te.:tノ

庶務の産嘉手
総説、原著、研究資料、実践研究、評論

その他(具体的に:

初稿 2 稿

標題 枚 枚

Jfff療の-&毅
抄録 枚 枚

本文 枚 枚

図 枚 枚

刀l!!iて 枚 枚

原稿の動き A B 

著者→編集委員会

編 集委員会→審査者

審査者→編集委員会

半日 疋JS

編集委員会→著者

受付年月日

受付番号

FAX 

3 稿 探 居 畿 の

枚 フ[]:yど-f$f!グ

枚

枚
カラ -EPJsザ

枚

枚
jJ!f，府 fJ者E毅

C 初稿印刷

著者送付

著者校正

2校印刷

2校校正

3校印刷

(投稿票 112) 

有 盤

有 事正

部
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(投稿票 2/2) 

ポ11)('"要 E

{活ゲfずIプ写ソ

確認したら口にチェックしてください。

標題ページ 口原稿の種類は記入しであるか

ロタイトル(和・英)は記入しであるか

口著者名・所属は未記入であるか

本文ページ 口本文の体裁は原稿作成要領に即しているか

原宿"A肩原の 口註の体裁は原稿作成要領に即しているか

デ .:r:;.rク
口丈献の体裁は原稿作成要領に即しているか

口ページ番号(本文中央下)を記入したか

グ;Zf. 口行番号を記入したか(本文左)

口母国語でない場合、文章校聞を受けたか

口見出し記号は原稿作成要領に即しているか

口図表挿入箇所の表示をしたか

図 表 口 図l表点につき 1枚の用紙が使用されているか

口図のタイトルは適切か

口表のタイトルは適切か

ゲタグァク要EのlJIJj} {;t N.宥著.t;)"iè.λ ず~ζ éo



62 

「日本レジャー・レクリエーション学会賞」規程

平成 19年 12月 2日制定

(目的)

第 1条 日本レジャー・レクリエーション学会(以下「本会」という。)は、会員の優れた活動を顕彰か

つ奨励することを目的として日本レジャー-レクリエーション学会賞を設ける。

(日本レジャー・レクリエーション学会賞)

第 2条 日本レジヤ}・レクリエーション学会賞(以下「本賞」という)は、次の 4賞を設ける。

(1) 学会賞

(2) 研究奨励賞 一論文部門、一般発表部門、ポスター発表部門

(3) 支援実践奨励賞

(4) 貢献賞

(学会賞)

第 3条 「学会賞」は、正会員によって選考の当年度を含まない過去 3年度以内に発表された学会誌「レ

ジャー・レクリエーション研究jおよびその他のレジャー・レクリエーション研究に関する学術

誌、著書、論文を対象として顕著な功績があったものに対して授与することができる。

(研究奨励賞一論文部門、一般発表部門、ポスター発表部門一)

第4条 「研究奨励賞一論文部門、一般発表部門-Jは、正会員である大学院生等の学生を対象に、その

前年度(審査該当年度)に筆頭著者として発表された学会誌「レジャー・レクリエーション研究」

の論文の中から「研究奨励賞一論文部門一」を、また、学会大会において筆頭著者として発表さ

れた一般研究発表(口頭)の中から「研究奨励賞ー一般発表部門 」を授与することができる。

さらに、学会大会において学生(大学院生、大学生、短期大学生、専門学校生等)が筆頭著者と

して発表したポスター発表の中から「研究奨励賞 ポスター発表部門-Jを授与することができ

る。

(支援実践奨励賞)

第5条 「支援実践奨励賞」は、正会員の優れたレジャー・レクリエーション支援実践に対して授与する

ことができる。

(貢献賞)

第 6条 「貢献賞」は、長年にわたり本会運営ならびに本会に対して優れた功績が認められた者あるいは

団体に対して授与することができる。

(表彰)

第7条 「学会賞JI研究奨励賞 論文部門、一般発表部門、ポスター発表部門 J I支援実践奨励賞JI貢
献賞」の各賞は学会大会において賞状を授与する O

(選考)

第8条 「学会賞JI研究奨励賞ー論文部門、一般発表部門-J I支援実践奨励賞」は、選考委員会におい



63 

て審議し、理事会の議を経て総会に報告する。「研究奨励賞 ポスター発表部門-Jは、選考委

員会において審議し、会長、理事長の承認を得て総会に報告する。また「貢献賞」は理事会にお

いて審議、決定し、総会に報告する。

(選考委員会)

第 9条 選考委員会の構成、委員選考の方法は別に定める。

(規程の改廃等)

第10条 その他、本規程に定められていない事項に関しては、理事会において審議し、総会の議を経て決

定する。

附則 この規程は、平成 20年 4月 1日から施行する O

附則 この規程は、平成 23年 11月18日より一部改訂する O

附則 この規程は、平成 25年 11月10日より一部改訂する O
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日本レジャー・レクリ工ーション学会賞選考内規

(選考委員会)

1.本会に日本レジャー・レクリエーション学会賞選考委員会(以下「選考委員会Jとする。)を設ける O

2. 選考委員会の委員は、理事会において推薦された候補者の中から 5 名以上~ 10名以内を会長が任命

する O 委員の任期は 3年とする O

3.選考委員会は、互選により委員長を選出する。

4.選考委員会は、「学会賞J1研究奨励賞 論文部門 J 1研究奨励賞一一般発表部門一J1研究奨励賞一

ポスター発表部門-J 1支援実践奨励賞」について選考するものとする。なお、「貢献賞」については、

理事会において選考するものとする。

(1学会賞J)
5. 1学会賞」は、正会員によって選考の当年度を含まない過去 3年度以内に発表された学会誌「レジャー

・レクリエーション研究」およびその他のレジャー・レクリエーション研究に関する学術誌、著書、

論文を対象として顕著な功績があったものとする。ただし、「レジャー・レクリエーション研究」以

外の業績に関しては、本会の正会員の資格を有し、筆頭著者(ファースト・オーサー)のものに限る O

(1研究奨励賞一論文部門 J) 

6. 1研究奨励賞一論文部門一」の対象は、その前年度(審査該当年度)に発行された「レジャー・レク

リエーション研究」の掲載論文とする。

(1研究奨励賞一般発表部門一J)

7. 1研究奨励賞一一般発表部門ー」の対象は、その前年度(審査該当年度)の学会大会において発表さ

れた一般研究発表(口頭)とする。

(1研究奨励賞ーポスター発表部門一J)

8. 1研究奨励賞ーポスター発表部門一」の対象は、その年度の学会大会において発表されたポスター発

表とする O

(1支援実践奨励賞J)

9. 1支援実践奨励賞」は、正会員によるレジャー・レクリエーション支援実践において顕著に優れた功

積が認められたものを対象とする。ただし団体での活動については、その団体で中心的な役割を果た

しているものに限る O

(選考手順)

10.会長及び理事は、「学会賞J1研究奨励賞一論文部門一J1研究奨励賞一一般発表部門 -Jについては

各1篇を、「支援実践奨励賞」については 1名を推薦することができる O

11.本会正会員は、所属機関が異なる 2名以上の連名により、「学会賞J1研究奨励賞一論文部門一J1研

究奨励賞一一般発表部門ー」については各 1篇を、「支援実践奨励賞」については l名を推薦するこ

とができる O

12. 1学会賞J1研究奨励賞 論文部門一J1研究奨励賞一一般発表部門-J 1支援実践奨励賞Jの推薦にあ

たっては、 1篇あるいは I名につき I通の推薦書を添付して、毎年 7月末日迄に封書にて事務局宛に



提出するものとする O

13.推薦書については、下記の項目を記入することとし、未記入項目がある場合は無効とする。

(I)推薦する該当賞の呼称

(2)推薦書の提出期日

(3)候補者(賞を受ける者)および所属機関

(4)推薦者(直筆署名、捺印のこと)および所属機関。連名の場合は全員の分とする

(5)推薦者の連絡先。連名の場合は代表者とする
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(6)1学会賞H研究奨励賞一論文部門一H研究奨励賞一一般発表部門一」については推薦する題目名:

記載方法は Irレジャー・レクリエーション研究」原稿作成要領J(平成 15年2月8日制定の 2

一(1)-3) ⑫)を参考にすること

(7) I支援実践奨励賞」については推薦する主な支援実践内容

(8)推薦理由:400字程度

14.推薦する際、「学会賞JI研究奨励賞一論文部門一JI研究奨励賞一一般発表部門一」については現物

あるいはコピー 13部を添付するものとし、「支援実践奨励賞Jについては支援実践を証明する資料の

現物あるいはコピー 13部を添付するものとする。

15.選考委員会は、推薦された「学会賞JI研究奨励賞一論文部門一JI研究奨励賞一一般発表部門 J I支
援実践奨励賞」の候補について審議、決定し、理事会の議を経て総会に報告する。

16. I研究奨励賞ーポスター発表部門-Jについては、日本レジャー・レクリエーション学会大会時に複

数名の学会賞選考委員が採点者となり、次に定める採点方法に基づいた審査を行う O

(1)5つの審査項目(研究内容、研究の独創性、研究の将来性、プレゼンテーション能力、キャッチ

能力)で審査し、 5点満点 (5:秀逸、 4:優秀、 3:良好、 2:可、 1:不良、 F:判定不能)で審

査する O

(2)審査員は、ポスター発表のコアタイム(質問時間)に審査対象となっているポスター発表を審査

する。

(3) 1発表に対し、 2名の審査員で評価する O

(4) 2名の審査員の合計値で上位2名を選出する。

(5) 1位を会長賞、 2位を理事長賞とする。

(6) 同点者が出た場合は、理事長賞を同点者数分表彰する。

17.選考委員会は、「研究奨励賞ーポスター発表部門一」の候補について審議し、会長、理事長の承認を

経て総会に報告する。

18. I貢献賞」については理事会において審議、決定し、総会に報告する O

(その他)

19. その他、本内規に定められていない事項に関しては、理事会において審議、決定し、総会に報告する。

附則 この規程は、平成 20年 4月 1日から施行する O

附則 この規程は、平成 23年 11月 18日より一部改訂する。

附則 この規程は、平成 25年 11月 10日より一部改訂する O
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学生会員に関わる規程

平成 23年 11月20日制定

本規程は学会会則第 3章会員第 6条5を受けて定めるものとする。

(学生会員の登録条件)

第1条 学生会員は、本会の会則第 1章総則第2条の定める目的に賛同し、日本国の管轄省庁の認可によ

り所在する大学院博士前期課程(修士課程)、大学学部、短期大学、専門学校(専修学校専門課程)、

高等専門学校の満 18歳以上の在学(校)生とする。

2 大学院博士後期課程(博士課程)、通信教育課程、科目履修生、大学研究生等の所属者はこれを

言悪めない。

(学生会員の権限・制限)

第2条 学生会員の権限として、学会誌への投稿資格、学会大会への参加と発表(口頭発表、ポスター発

表)申し込みの資格を有する。

2 本会が発行する学会誌の配布。

3 本会が運営するホームページの登録(ユーザー IDと仮パスワードの発行)0 

4 学生会員の制限として、役員の選挙権(含、被選挙権)、総会での発言権、総会議事録署名人、

学会賞推薦者(連名を含む)の資格は認めない。

(入会)

第3条 本会の学生会員になろうとするものは、次の手続きをとり、理事会(合、常任理事会)の承認を

得た者とする。

2 学生会員としての入会申込書を事務局に提出する。入会金は学会会則第 7章会計第 20条 1の規

程により免除する。

3 2に在学(校)証明書を添付し提出する。

(登録期間)

第4条 学生会員の資格(登録期間)は 1年間とし、その当該年度末までとする。なお、継続することも

できる。

2 継続手続は、在学(校)証明書を添付して継続届を事務局に提出する。

(会費)

第5条学生会員は、年会費を納める O

2 年会費は学会会則第 7条会計第 20条5が定める年度額として正会員の半額とする。

3 会計年度は学会会則第 7章会計第 21条による。

(大会参加費等)

第6条 学生会員の大会参加費は、会場受付時に第 1条の定める身分を証明する学生証を提示することで

無料とする。但し、学生証の提示がない場合は正会員の半額を納めることとする O

2 地域研究に参加する学生会員は、その参加費を納めるものとする。
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(退会)

第7条 学会会則第 7章会計第 21条の定める期間を以つてなされる O

2 学生会員の登録期間内において、退会届の提出があった場合には退会を認める。

3 学会会則第 3章会員第 8条に抵触した場合には、理事会(合、常任理事会)の審議を経て退会措

置を講ずる。

(申請受付の取消)

第8条 学生会員の入会申込書あるいは学生会員の継続届を提出後、定められた期間内に年会費の支払手

続が確認できない場合は、事務局において申込受付の取消を行なう O

附則

l.本規程は平成 23年11月20日より施行する O
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「レジャー・レクリ工ーション研究」への投稿について

投稿は、常時受け付けておりますが、審査を要するジャンルの原稿の場合には審査期

間、発刊時期等を見計らって、投稿してください。積極的な投稿をお待ちしております。

投稿論文送付先 (2014年4月-----)

〒152-0031 東京都目黒区中根 1-2-7-401

株式会社余暇問題研究所

(日本レジャー・レクリエーション学会編集委員会)

山崎律子宛

TEL: 03 -5726 -0732 



日本レジャー・レクリ工ーション学会とは…

レジャー・レクリエーションに関するあらゆる

科学的研究をなし、レジャー・レクリエーション

の発展をはかり、それらの実践に寄与することを

目的として昭和 46年3月に設立された学術研究団

体です。学会設立までには、過去 6年に渡り、「日

本レクリエーシヨン研究会」として地道な実績を

かため、その基礎の上に学会として発展してきま

した。

いうまでもなく、現代の急激な社会変化は、レ

ジャー・レクリエーション研究の重要性を一層増

大させております。従来までの研究に加え、より

広範囲で多角的な研究を推進し、人間生活の質的

向上を目指しているのが、この学会の特徴です。

このようなことから、この学会は、レジャー問題、

レクリエーション研究に直接たずさわる研究者、

専門家はもちろんのこと、レクリエーション環境、

組織、指導など実践家の総合体ともいえましょう。

学会では、着実にその研究の質的深化を目指し

つつ、現代から将来にかけてのこの大きな人類の

ニーズにこたえていこうとしております。

Japan Society of Leisure and 
Recreation Studies 

事 務局 干359-1192 埼玉県所沢市三ヶ島 2-579-15 

早稲田大学人間科学学術院

前橋明研究室内

日本レジャー・レクリエーション学会事務局

電話 (04)2947-6902 

郵便振替 00150 -3 -602353 

口座名 「日本レジャー・レクリエーション学会」

日本レジャー・レクリ工ーション学会の

会員となったら……

日本レジャー・レクリエーション学会は、次の

事業を行っております。メンバーとなったら、ご

自分の研究や指導に役に立っと共に、レジャー・

レクリエーション界に大いに貢献することができ

ます。

。学会大会の開催・…一年一度の学会大会です。研

究発表をはじめ、シンポジウムなど意見交換の

機会です。

。研究集会の開催…・・・年数回、研究会を開き、メ

ンバーのニーズに合う問題を提供し、相互研究

の機会を作っております。

。学会ニュースの発行…・・年 2回、ニュース・レ

ターを配布し、学会内のできごとはもちろん、

広く情報を提供しております。

。「レジャー・レクリエーション研究」の発行・

学会における研究発表、論文発表誌です。レ

ジャー・レクリエーションにおける学問レベルの

向上がこの研究誌を通して期待されています。

。研究・調査資料の発行・…・・レジャー・レクリエー

ション問題を中心に、研究・調査資料を適宜発

行します。

。受委託研究の実施……レジャー・レクリエー

ションに関する研究を学会が受委託し、チーム

を組んで研究の進める体制ができております。

。情報交換......学会員相互の研究交流を推進する

ために、お互いに情報をとりかわす機会をつ

くっております。

。共同研究……学会員が協力して、一つの問題に

対して、あらゆる角度から研究できる機会があ

ります。
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